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私たち　大分県信用保証協会は
より良いサービスと、
各種保証を通じて

中小企業と地域社会の
さらなる発展に貢献いたします

至別府

至別府

大分駅

●市役所 至鶴崎

●県庁

●金池小学校

駐車場

駐車場

大分県信用保証協会
R10

R197

大分県信用保証協会・別館

総務部
（大分県中小企業会館３階）

保証部
（大分県中小企業会館２階）

管理部
（大分県信用保証協会別館２階）

ＴＥＬ ０９７－５３２－８３３６

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８６２

ＴＥＬ ０９７－５３２－８３２７

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８７２

ＴＥＬ ０９７－５３２－８３２７

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２４６

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８７１

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２４７

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８６５

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２６５

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８７１

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２９５

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８６５

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２９6

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８９６

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２９7

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８９６

総 務 課

企 画 情 報 課

保 証 一 課

保 証 二 課

保 証 事 務 課

経 営 支 援 室

管理・再生支援課

管 理 事 務 課

経理、庶務、文書、人事、労務、予算、決算、
基本財産の事項、申請・届出・登記諸契約、各
種会議運営

事業計画、業務企画、研修，広報、保証制度の
新設・改廃届出等、保証料の管理、責任共有残
高照合、システム運用管理・電算情報処理

保証・条件変更の申込受付、保証書・条件変更
承諾書発行、担保物件の保全管理、信用保険、
団信　等

代位弁済の受付、審査、実行、法的措置関係、
損失補償関係、保険金関係、延滞保証債務の管
理事務、求償権の管理･回収事務

経営相談・経営支援相談、経営情報等の提供、
創業等の相談、大口先の管理、再生支援等管理
部との連携業務

延滞保証債権の管理、再生支援相談
求償権の管理・回収

信用調査・審査、保証申込等金
融相談、経営指導、保証推進
担保物件の調査と評価、金融機
関との連絡調整等

保証後の保証債務の管理、返済
条件緩和等の条件変更

大分市、由布
市（挾間町・
庄内町）

上記以外
の地区

コンプライアンスに関する業務、個人情報保護
及び機密保持関連､内部監査業務、各種特命業務

部署名 TEL＆FAX番号 業務内容

コンプライアンス等特命担当

信頼、提案、飛躍、夢またひとつ新時代へ 〒870-0026　大分市金池町３丁目１番64号　
大分県中小企業会館内

ホームページ  http://www.oita-cgc.or.jp

窓口のご案内



目　　　次

ごあいさつ
プロフィール
中期事業計画
平成22年度経営計画
平成21年度事業報告
信用保証の動向
当協会の取組み
　　金融相談会の実施
　　金融機関との連携
　　九州中小企業支援ファンドへの出資
広報活動
平成21年度経営計画の評価
平成21年度経営計画の評価に対する外部評価委員会意見書
信用保証のしくみ
信用保証のご利用にあたって
　　保証をご利用いただける方
　　信用保証料について
　　責任共有制度について
コンプライアンスについて
個人情報保護について
保証制度のご案内
　　創業関連保証・創業等関連保証
　　景気対応緊急保証制度
　　流動資産担保融資保証制度（ABL保証）
　　大分県信用保証協会の制度資金
　　大分県の制度資金
　　市町村の制度資金
役員・組織機構図
窓口のご案内

2
3
4
6
8
10
14

16
18
23
24
26

32
34
36

42
43



ごあいさつ

各関係機関の皆さまにおかれましては、平素より当協会の業務運営につきまし
て、格別のご支援、ご協力を賜り厚くお礼申し上げます。
皆さまに当協会を一層ご理解していただくため、ディスクロージャー誌『大分県

信用保証協会の現況 平成２２年度版』を作成いたしました。
本誌は、当協会の概要、信用保証制度のしくみや内容、平成２１年度の業務実績、
年度経営計画とその評価、個人情報保護に対する取組みなどについて説明しており
ます。
ご一読いただき、「大分県信用保証協会」に対するご理解を更に深めていただけ
れば幸いです。
さて、わが国経済は、一昨年来の世界同時不況から一部では持ち直しの動きが見

られるようにはなりました。しかしながら県内中小企業における経営環境は、依然
として厳しく、景気回復の実感は乏しいというのが実情でございます。
こうした状況の中、平成２０年１０月に創設された「緊急保証制度」は、今年２月に、
一部例外業種を除く原則全業種の中小企業者を対象とする「景気対応緊急保証」と
して拡充され、当協会におきましても引き続き積極的な支援に努めております。ま
た、昨年１２月に施行されました「中小企業金融円滑化法」への対応、中小企業庁が
主催した「ワンストップ・サービス・デイ」への参加、年末および年度末における
夜間・休日相談の実施など、各種サービスの向上や中小企業者の金融の円滑化に努
めてまいりました。
今後も引き続き政策保証の推進や各中小企業者のニーズに沿った信用保証を迅速

かつ安定的に供給するとともに、中小企業の振興に役立つ人材の育成、広報活動の
充実等、中小企業の良きパートナーとして「信頼される保証協会、顔の見える保証
協会」を目指し、役職員一同全力で努力してまいりますので、皆さまの一層のご支
援ご協力をいただきますようお願い申し上げます。

平成２２年８月
大 分 県 信 用 保 証 協 会
会 長 首 藤 文 明

ごあいさつ
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プロフィール

名 称 大分県信用保証協会
設 立 昭和２４年４月２６日
根 拠 法 律 信用保証協会法（昭和２８年８月１０日 法律第１９６号）

関 係 法 律 中小企業信用保険法（昭和２５年１２月１４日 法律第２６４号）

目 的 中小企業者のために信用保証の業務を行い、もってこれらの
者に対する金融の円滑化を図ることを目的とする。

（大分県信用保証協会定款第１条）

基 本 財 産 １３０億円
保証債務残高 ２，２４７億円
利用企業者数 １３，９２７企業
役 職 員 数 常 勤 役 員 ４名

非常勤役員 １１名
職 員 ４６名

事 務 所 大分市金池町３丁目１番６４号（大分県中小企業会館内）
（平成２２年３月３１日現在）

大分の「Ｏ」と信用の「Ｓ」の頭文字でデザインしています。
「Ｓ」は、鳥の飛翔をイメージ。「Ｓ」の頭文字を３つの羽とみなし、中小企業・金融機関・大分

県信用保証協会の三者の協調と信頼関係を表しています。
シンボルカラーも青一色とし、未来へのチャレンジと飛躍をイメージしています。

プロフィール
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中期事業計画

第二次中期事業計画（平成２１年度～平成２３年度）

大分県信用保証協会は公的な保証機関として、景気対応緊急保証制度をはじめ、より一層中小企業者
のニーズに沿った信用保証を迅速かつ安定的に提供できる体制を作り、真面目に事業に取り組んでいる
県内中小零細企業者の金融の円滑化に応えるため、平成２１年度から２３年度までの３か年間における業務
上の基本方針について、以下に掲げる事項を主要項目として取り組んでいます。

１．政策保証の推進
中小企業者の多様な資金需要に応えるため、各種政策保証の普及を図り積極的に利用を推進します。

２．保証審査の適正化・効率化
金融機関と一層の情報共有化を図るとともに、目利き審査のできる職員による企業の実態把握を行
い、適正で効率的な保証審査を行います。
また、案件進捗管理の徹底により審査スピードのアップを図るとともに、案件に応じた相談体制を整
備することで審査の適正化・迅速化に努めます。

３．利用企業者数の増加
幅広い中小企業者の資金需要に応えるため、継続的に利用企業者数の増加を図ります。

４．職員の目利き能力の向上
将来に渡って信用保証を迅速かつ安定的に提供すべく、多様化する保証制度への対応と中小企業者の
問題点・将来性の的確な判断ができる職員の養成に努めます。

５．経営支援機能の強化
中小企業者の資金的なニーズに加えて継続的な経営支援をすべく、各種方策に取り組みます。

６．反社会的勢力等に係わる情報交換体制の強化
反社会的勢力等との関係遮断の取り組みをより一層強化します。

７．金融機関との連携強化による債権管理の充実・強化
金融機関との連携強化による債権管理の充実により、代位弁済の抑制、延滞債権の正常化に向けた条
件変更等、迅速な対応を行います。

中期事業計画
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８．延滞債権管理への早期着手
延滞債権管理への早期着手により、以降のスムーズな調整に努めます。

９．事業再生支援の充実
中小企業者の再生支援策として、国の施策を利用した再生支援など、より専門的かつ効率的な再生支
援を行います。

１０．回収の最大化・効率化
求償権への早期着手と進捗管理により回収の最大化・効率化を行います。

１１．求償権回収強化に向けたサービサーの一層の活用促進
求償権の増加に対応し、求償権回収強化に向けてサービサーの活用促進を図ります。

１２．業務体制の強化・改善
業務体勢の強化、改善に向けて以下の事項に取り組みます。
・九州ブロック共同システムの充実
・システム事故防止対策の強化
・内部監査体制の充実・強化
・人材育成の充実・強化
・信用補完制度の持続可能性向上に向けた取り組み
・金融機関との適切な責任共有制度への取り組みと整備
・広報活動の充実
・裁判員制度への対応

中期事業計画
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項 目 金 額
保 証 承 諾 １，１００億円
保 証 債 務 残 高 ２，３５０億円
代 位 弁 済 ５７億円

回 収 １２億円

平成２２年度経営計画
大分県信用保証協会は、公的機関として経営の透明性を一層向上させるため、「第二次中期事業計画
（平成２１年度～平成２３年度）」に基づく「年度経営計画（平成２２年度）」を策定しましたので公表します。

１．保証承諾等主要計画

２．業務運営方針
当協会は、国及び地方の施策に即応し、各種政策保証の推進を図り、保証審査の適正化・効率化に努
めるとともに、経営支援機能の強化を図ります。
また、金融機関、関係諸団体、大分県中小企業再生支援協議会との連携を強化することで、事業再生
支援の充実を図るとともに債権管理の充実と強化を行います。回収部門においては、保証協会サービ
サーの一層の活用により回収の最大化・効率化を図ります。
加えて、人材育成の強化、広報活動の充実等、顧客サービスの一層の充実を図るなど、中小企業の良
きパートナーを目指して邁進していきます。
（１）政策保証の推進
厳しい環境下で努力している中小企業者に対し、親身な対応を行うとともに、国の経済対策保証制
度である緊急保証等のセーフティネット保証・条件変更対応保証を積極的に推進することで、県内中
小企業者への周知徹底を図り金融の円滑化に努めます。加えて流動資産担保保証や予約保証等、様々
な政策保証のメリットを説明し、企業の実態に即した制度を提案することにより積極的に利用の推進
を行います。
（２）保証審査の適正化・効率化
金融機関本部への業況説明、担当者による定期的な支店訪問による情報収集、および相談会を実施
することで、相互の連携強化を図ることにより中小企業者の実態把握を行い、組織的な対応による適
正かつ効率的な審査を行います。
（３）利用企業者数の増加
各種保証制度のパンフレット配布やホームページによる広報活動、関係機関との連携強化や関係機
関主催の勉強会、セミナーへの講師派遣により協会を利用した場合の利便性・優位性を説明し、未利
用企業者の保証利用推進を図ります。
（４）職員の目利き能力の向上
連合会主催研修への参加とＯＪＴの確立、積極的な現地調査や内部会議の定例開催による情報の共
有により、多様化する保証制度への対応と中小企業者の問題点・将来性の的確な判断ができる職員の
養成に努めます。
（５）経営支援機能の強化
中小企業診断士による経営相談業務の充実や、大口保証先に対する保証後のモニタリングにより継
続的な経営支援を行います。
（６）条件変更に対する柔軟な対応
中小企業等金融円滑化法施行以降、急増する条件変更（返済条件緩和等）に金融機関と連携して柔

平成２２年度経営計画
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軟な対応を図ります。
（７）反社会的勢力等に係わる情報交換体制の強化
大分県警・金融機関暴力対策連絡協議会に加え、関係機関との連携強化のため、情報交換を引き続
き行います。
（８）金融機関との連携強化による債権管理の充実・強化
金融機関との連携を密にし、中小企業者の早期実態把握と迅速な対応に努めることで債権管理の強
化を図ります。また、金融機関との勉強会や研修会への講師派遣を行い、効果的かつスムーズな調整
を行えるよう債権管理手続きの周知徹底を図ります。
（９）延滞債権管理への早期着手
要管理先をリストアップし情報収集及び早期実態把握を行い、延滞債権管理への早期着手に努めま
す。これにより中小企業者の実態に即した条件変更（返済条件緩和等）による積極的・効果的な調整
に努めるとともに、代位弁済後の早期回収に繋げます。
（１０）事業再生支援の充実
大分県中小企業再生支援協議会・大分ベンチャーキャピタルとの情報交換等による連携の強化によ
り、事業再生支援の充実を図ります。
（１１）回収の最大化・効率化
求償権の早期実態把握を行い、迅速に回収に着手することで回収の最大化・効率化に努めます。

（１２）職員の専門知識の向上
弁護士等の専門家による研修会を開催し、専門知識向上による職員のスキルアップを図ります。

（１３）求償権回収強化に向けたサービサーの一層の活用促進
求償権の増加に対応し、サービサーへの回収委託範囲を拡大するなど一層の活用促進を図ります。

（１４）次期システムの検討
今後の様々な顧客サービスや情報提供、また合理化・効率化のために既存の共同システムの問題点
等を含め、次期システムのあり方についての検討を行います。
（１５）システム事故防止対策の強化
対外的通知等のデータ検証について、人的検査では現実的に全ての検証が困難であるため、検証専
用システムの開発・運用を行っていますが、さらに精度を高め危機管理・障害予防体制強化を図りま
す。
（１６）内部監査体制の充実・強化
ガバナンスの強化およびコンプライアンス・プログラムの徹底により、リスク管理体制の充実を図
ります。また内部監査体制の強化による監査機能の充実を引き続き行います。
（１７）人材育成の充実・強化及び職場環境の改善
信用補完制度の変革期における人材育成のため、研修制度・資格取得制度の充実を図ります。ま
た、安全で快適な事務所環境の改善を行います。
（１８）信用補完制度の持続可能性向上に向けた取組み
景気の大幅な悪化や、制度を巡る状況が急変する中、一連の対策やその運用について適切な対応を
行うとともに保険収支の現状や改善に対する認識を高めます。
（１９）金融機関との適切な責任共有制度への取組みと整備
責任共有制度システムのスムーズな運営に向けた取組みを行います。

（２０）広報活動の充実
信用保証制度について広く正しい理解を得、一層の認識向上と「顔の見える協会」を目指し、ホー
ムページや機関誌の充実等により中小企業者向けの広報活動に努めます。
（２１）改正利息制限法の施行へ向けた対応
平成２２年６月までに、改正利息制限法及び出資法が全面施行されることから、同法の規定に遺漏な
く対応できるよう、全国信用保証協会連合会等と連携し準備を行います。

平成２２年度経営計画
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金 額 前年比 計画比 計画額
保 証 承 諾 額 １２８，８７６ ８９．３ １０７．４ １２０，０００
保 証 債 務 残 高 ２２４，７５５ １０１．５ ９３．６ ２４０，０００
代 位 弁 済 ４，３５１ ７９．８ ７２．５ ６，０００
回 収 １，１０９ １１２．１ ９２．４ １，２００
平成２１年度の保証承諾は、景気対応緊急保証制度が一巡したこともあり対前年比８９．３％

となりましたが、対計画比では１０７．４％と計画を達成することができました。保証債務残
高は、借換による申込が多かったこともあり、対計画比９３．６％となりました。代位弁済
は、景気対応緊急保証による積極的な支援や金融円滑化法の施行による条件変更への柔軟
な対応により、対前年比７９．８％、計画比７２．５％と大幅に減少しました。回収については、
対計画比では未達となったものの、代位弁済案件への早期着手等により対前年比１１２．１％
と前年を上回る実績をあげることができました。

借 方 貸 方
科 目 金 額 科 目 金 額

現金 ０ 基本財産 １２，９６５，０２９
預け金 ９，５７１，１７０ 基金 ５，４０３，８８７
金銭信託 ０ 金融安定化特別基金 ０
有価証券 １２，０５３，２７０ 基金準備金 ７，５６１，１４２
その他有価証券 １，８３３ 制度改革促進基金 ２６９，０６１
動産・不動産 ３４９，５２０ 収支差額変動準備金 ３，０１５，０００
損失補償金見返 ５９，６１０ 責任準備金 １，３７２，７９８
保証債務見返 ２２４，７５４，９１３ 求償権償却準備金 ４７７，８８４
求償権 １，５５２，４４４ 退職給与引当金 ５７３，３７４
雑勘定 ６００，０７３ 損失補償金 １，１７５，２７７
未収利息 ２７，９４５ 保証債務 ２２４，７５４，９１３
未経過保険料 ４４８，０９９ 求償権補てん金 ０
その他 １２４，０２９ 借入金 ０

収支差額変動準備金造成資金 ０
雑勘定 ４，３３９，４９７
仮受金 １３０，０１０
保険納付金 ７２，９１６
損失補償納付金 １１，１０４
未経過保証料 ４，１２０，１５０
未払保険料 ３，２７４
未払費用 ２，０４３

合 計 ２４８，９４２，８３３ 合 計 ２４８，９４２，８３３
中小企業金融安定化特別保証制度に係る出捐金の累計額 ９５０，０００千円
中小企業金融安定化特別会計に係る当期収支差額の累計額 △１７３，３７６千円
＊各金額は単位未満を四捨五入しているため、合計金額と一致しません。

科 目 金 額
経常収入 ２，８２７，８２０
保証料 ２，０６４，７１２
預け金利息 ９，０７３
有価証券利息・配当金 １４８，６１５
延滞保証料 ８，０３０
損害金 １０，８３８
事務補助金・その他 ４３３，５９７
責任共有負担金 １１１，６０２
雑収入 ４１，３５２

経常支出 １，６６９，８８５
業務費 ６６８，５７４
役職員給与 ３４１，９７９
退職給与引当金繰入 ３１，３７９
その他人件費 ９０，７３９
旅費 ３，８４０
事務費 ７７，５１８
賃借料 ９，４８７
動産・不動産償却 ２３，２３９
信用調査費 ２，８５３
債権管理費 ６５，１１２
指導普及費 ７，３８１
負担金 １５，０４７

借入金利息 ０
信用保険料 ９９２，８７２
雑支出 ８，４４０

経常収支差額 １，１５７，９３５
経常外収入 ５，７８５，７６０
償却求償権回収金 ９７，４３２
責任準備金戻入 １，３５７，５２９
求償権償却準備金戻入 ４５２，２５７
求償権補てん金戻入 ３，８７８，５２４
保険金 ３，５５８，０４３
損失補償補填金 ３２０，４８１

補助金 ０
その他収入 １７

経常外支出 ６，２６３，１０７
求償権償却 ４，３９２，９２６
譲渡債権償却 ０
有価証券償却 ０
雑勘定償却 ０
責任準備金繰入 １，３７２，７９８
求償権償却準備金繰入 ４７７，８８４
退職金 ２８２
その他支出 １９，２１７

経常外収支差額 △４７７，３４７
金融安定化特別基金取崩額 １１，１７４
制度改革促進基金取崩額 ５５９
収支差額変動準備金取崩額 ０
当期収支差額 ６９２，３２１
収支差額変動準備金繰入額 ０
基本財産繰入額 ６９２，３２１

平成２１年度事業報告

経済金融情勢
平成２１年度のわが国経済は、平成２０年秋以降、米国発の世界的金融危機に端を発した景気後退の中
で急速に悪化しましたが、国内外の各種経済対策の効果もあり、足下では持ち直しの動きが見られて
いました。しかしながら、中小企業においては、デフレ圧力により企業収益力の低下や、雇用・所得
環境は、依然として厳しい状況となっています。
大分県内の経済情勢についても、小売・建設・サービスなどの内需関連産業において、建設・住宅
需要や個人消費の低迷による影響などにより、雇用・所得環境は先行き不透明感が認められることか
ら、景気回復までには至っていない状況となっています。

業績
(単位：百万円、％）

貸借対照表
（平成２２年３月３１日現在）(単位：千円）

収支計算書
（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日）（単位：千円）

平成２１年度事業報告
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区 分 金 額 構成比（％）
基金 ５，４０３，８８７ ４１．７
出捐金 ３，９３１，５８４ ３０．３

県 ３，３６７，２１７ ２６．０
市町村 ５４８，６６４ ４．２
金融機関 １５，７０３ ０．１

金融機関等負担金 １，４７２，３０３ １１．４
基金準備金 ７，５６１，１４２ ５８．３
金融安定化特別基金 ０ ０．０

基本財産合計 １２，９６５，０２９ １００．０

資 産 負 債
科 目 金 額 科 目 金 額

現金 0 責任準備金 1,372,798
預け金 9,571,170 求償権償却準備金 477,884
金銭信託 0 退職給与引当金 573,374
有価証券 12,053,270 損失補償金 1,175,277
その他有価証券 1,833 保証債務 224,754,913
動産・不動産 349,520 求償権補てん金 0
損失補償金見返 59,610 借入金 0
保証債務見返 224,754,913 雑勘定 4,339,497
求償権 1,552,444
譲渡債権 0
雑勘定 600,073
合 計 248,942,833 合 計 232,693,743

正 味 資 産 16,249,090

そ
の
他

責任共有負担金

貸方借方 支出 収入

日本政策金融公庫へ支払
う信用保険料です。

信用保険料

決算上の保証料は、受入
保証料のうち当該決算期
間に対応する額が計上さ
れます。

保証料基本財産
株式会社の資本金に相当し
ます。出資金としての性格
をもつ出捐金と、金融機関
等負担金からなる【基金】
と、過去の収支差額の累計
の【基金準備金】、安定化
の実施に伴い国から出捐金
として拠出された【金融安
定化特別基金】の残高の３
つから成っています。

平成20年度から、再
生ファンドへの出資や
新株予約権引受け業務
が行えるようになりま
した。

その他有価証券

経理上の求償権は、代
位弁済した金額から回
収金や日本政策金融公
庫からの保険金等を控
除した額です。

求償権

当年度中に日本政策金
融公庫に支払った保険
料のうち、翌事業年度
にかかる部分を計上し
ています。

※（注）保証債務見返（資
産）と保証債務（負
債）は同額のため、
この表からは除いて
います。

未経過
保険料

年度末求償権のうち法的
整理の結果回収不能と
なって償却した求償権や
当年度受領した保険金相
当額等を計上していま
す。

求償権償却

景気変動等により代位弁
済が想定以上に増加した
場合の備え（支払い資
金）として、保証債務残
高に対して一定の割合を
積み立てています。（洗
替え方式）

責任準備金
繰入

協会資産の健全性を保つ
観点から求償権の回収不
能額を見積もって一定の
割合を積み立てていま
す。（洗替え方式）

求償権償却
準備金繰入

全額基本財産（収支差額
変動準備金を含む）に組
入れ、当協会が健全な経
営を行い、公共的使命を
果たしていくうえで必要
不可欠な基本財産の充実
に当てています。

当期収支
差額

基
本
財
産

業
務
費

保
証
料

預
け
金

利
息
等

責
任
準
備
金
戻
入

求
償
権
償
却

準
備
金
戻
入

求
償
権
補
填
金
戻
入
そ
の
他

金
融
安
定
化

特
別
基
金
取
崩
額

借
入
金
利
息
信
用
保
険
料

求
償
権
償
却

責
任
準
備
金
繰
入

求
償
権
償
却

準
備
金
繰
入

そ
の
他

当
期
収
支
差
額

収
支
差
額

変
動
準
備
金

制
度
改
革

促
進
基
金
責
任
準
備
金

求
償
権

償
却

準
備
金

退
職
給
与

引
当
金

求
償
権

補
填
金
未
経
過
保
証
料

未
払

保
険
料

そ
の
他

不
動
産
等

求
償
権

未
経
過
保
険
料

そ
の
他

経
常
支
出

保証の呼び水として金融
機関に預け入れた預託金
の受取利息と、保有して
いる国債・地方債等から
の利息配当金です。

預け金
利息等

責任共有制度にて負担金
方式を選択した金融機関
より受領した負担金で
す。金融機関毎の平均保
証債務残高に対する代位
弁済率にて算出されま
す。

責任共有負担金

代位弁済により日本政策
金融公庫から受領した保
険金と県・市町村等から
受領した損失補償金から
なっています。

求償権
補填金戻入

安定化特別会計で欠損が
生じた場合、欠損額と同
額の金融安定化特別基金
を取り崩すことができる
こととなっています。

金融安定化
特別基金取崩額

収支差額
変動準備金

収支差額に欠損が生じた場
合や、急激な保証の増大等
により基本財産の増強が必
要となった場合には、これ
を取り崩して、協会経営が
不安定になることを防ぐこ
とができます。

制度改革
促進基金

部分保証制度によって生じ
た損失を優先的に処理する
ための基金です。

未経過
保証料

受入保証料のうち当該決算
期間の未経過分（次年度以
降に係る保証料）を計上し
ます。

保証利用の促進、及び
代位弁済の支払準備資
産として金融機関へ預
託しています。

預け金・
現金

安全有利な資産運用を
行うため、国債・社
債・地方債を保有して
います。

有価証券

預
け
金
・
現
金

有
価
証
券

その他有価証券

貸借対照表 収支計算書

経
常
収
入

経
常
外
支
出

経
常
外
収
入

基本財産
（平成２２年３月３１日現在）(単位：千円）

財産目録
（平成２２年３月３１日現在）(単位：千円）

用語解説

平成２１年度事業報告
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信用組合
7.9%

政府系機関等
0.1%

都市銀行
0.7%

信用金庫
14.9%

第二
地方銀行
　14.7%

地方銀行
61.7%

平成21年度
保証承諾
（金額構成比）

区 分 件 数 金 額 金額前年比

都 市 銀 行 ３０ ９４７，０００ ９１．１

地 方 銀 行 ５，２４２ ７９，４８０，２６５ ９４．９

第二地方銀行 １，５３２ １８，８８３，８８０ ９７．５

信 用 金 庫 ２，２１５ １９，２１９，３６１ ７４．４

信 用 組 合 １，１３５ １０，１５９，８６０ ７３．１

政府系機関等 １３ １８５，２６０ ４９．３

合 計 １０，１６７ １２８，８７５，６２６ ８９．３

（単位：千円、％）

信用組合
8.4%

政府系機関等
0.3%

都市銀行
0.7%

信用金庫
18.9%

第二
地方銀行
　14.9%

地方銀行
56.8%

平成21年度
 保証債務残高
（金額構成比）

区 分 件 数 金 額 金額前年比

都 市 銀 行 ８５ １，５１６，４３６ １３５．５

地 方 銀 行 １０，５５０ １２７，６１３，６９９ １００．４

第二地方銀行 ３，４６７ ３３，５３５，８７０ １０６．８

信 用 金 庫 ６，１２３ ４２，３６８，６０８ ９８．７

信 用 組 合 ２，５３２ １８，９９０，１９５ １０５．８

政府系機関等 ５８ ７３０，１０６ ８５．８

合 計 ２２，８１５ ２２４，７５４，９１３ １０１．５

（単位：千円、％）

信用組合
7.9%

政府系機関等
0.6%

都市銀行
0.02%

信用金庫
24.7%

第二
地方銀行
　17.2%

地方銀行
49.5%

平成21年度
代位弁済
（金額構成比）

区 分 件 数 金 額 金額前年比

都 市 銀 行 １ １，００６ ―

地 方 銀 行 １６９ ２，１５３，６９７ ７３．４

第二地方銀行 ８４ ７４９，９１１ ７２．５

信 用 金 庫 １３５ １，０７４，１７７ １０１．４

信 用 組 合 ５４ ３４４，８０３ ８９．４

政府系機関等 ２ ２７，３３０ ６８．３

合 計 ４４５ ４，３５０，９２４ ７９．８

（単位：千円、％）

注）金融機関の統合前の数値は統合後の金融機関に含みます。
（前年比も同じ）
“―”は、０．１％未満の場合です。

信用保証の動向

平成２１年度信用保証業務の状況〈金融機関群別〉

保証承諾

保証債務残高

代位弁済

信用保証の動向
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サービス業
15.6%

その他
11.6% 製造業

16.5%

小売業
13.6%

卸売業
14.0%

建設業
28.7%

平成21年度
保証承諾
（金額構成比）

区 分 件 数 金 額 金額前年比

製 造 業 １，４８６ ２１，２８２，２９９ ７９．７

建 設 業 ３，０８０ ３６，９５３，０６０ ８７．４

卸 売 業 １，１２９ １７，９８２，６２０ １００．９

小 売 業 １，６９１ １７，５０１，５００ ８５．１

サービス業 １，６６０ ２０，１６３，３４７ ９９．８

そ の 他 １，１２１ １４，９９２，８００ ８９．８

合 計 １０，１６７ １２８，８７５，６２６ ８９．３

（単位：千円、％）

サービス業
17.8%

その他
14.2% 製造業

17.7%

小売業
14.1% 卸売業

11.8%

建設業
24.5%

平成21年度
 保証債務残高
（金額構成比）

区 分 件 数 金 額 金額前年比

製 造 業 ３，３５３ ３９，６９１，３９７ １０１．２

建 設 業 ５，８２０ ５５，０９０，１３６ １０１．２

卸 売 業 ２，０８２ ２６，４５６，８５９ １０３．６

小 売 業 ４，１３９ ３１，６６５，４７８ ９８．７

サービス業 ４，２９６ ４０，００７，８８４ １０２．８

そ の 他 ３，１２５ ３１，８４３，１６０ １０２．１

合 計 ２２，８１５ ２２４，７５４，９１３ １０１．５

（単位：千円、％）

サービス業
10.4%

その他
9.9%

製造業
12.3%

小売業
12.0%

卸売業
15.9%

建設業
39.5%

平成21年度
代位弁済
（金額構成比）

区 分 件 数 金 額 金額前年比

製 造 業 ６７ ５３６，０１２ ６０．８

建 設 業 １４８ １，７１６，５２０ ７１．１

卸 売 業 ４８ ６８９，８７７ １２９．０

小 売 業 ６９ ５２１，９４９ ６７．０

サービス業 ７１ ４５４，０１７ １１１．０

そ の 他 ４２ ４３２，５５０ ９９．２

合 計 ４４５ ４，３５０，９２４ ７９．８

（単位：千円、％）

平成２１年度信用保証業務の状況〈業種別〉

保証承諾

保証債務残高

代位弁済

信用保証の動向
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保 証 承 諾 保 証 債 務 残 高 代位弁済（元利）

件数 金 額 前年比 構成比 件数 金 額 前年比 構成比 件数 金 額 前年比 構成比

大 分 市 ３，９４６ ５４，４０９，５８５ ８９．９ ４２．２ ９，３５４ ９７，３０４，０８１ １０１．３ ４３．３ １７３ １，２１８，０６３ ４６．０ ２８．０

別 府 市 １，１０６ １４，５３６，２２０ １０４．４ １１．３ ２，７０２ ２５，１２４，８４１ １００．９ １１．２ ６０ ８９０，３９０ １５４．４ ２０．５

中 津 市 ７５６ ９，５２９，３０３ ８９．３ ７．４ １，５８５ １６，０３２，４７２ ９９．５ ７．１ ４２ ４７６，９５３ １７４．７ １０．９

日 田 市 ９４３ ７，９９０，１３８ ８２．０ ６．２ １，７６９ １３，７７３，７４０ １０３．６ ６．１ ２７ ２１５，９３２ １１０．３ ４．９

佐 伯 市 ６３１ ８，７１９，７６０ ８８．４ ６．８ １，４６３ １５，３２７，３１９ １０１．６ ６．８ ２４ ３４２，２３１ ６１．４ ７．９

臼 杵 市 ３４４ ５，１９９，３５０ ９８．０ ４．０ ７６１ ８，２５７，０８８ ９８．２ ３．７ ７ ４５，９２０ ５３．６ １．０

津 久 見 市 １５８ １，６８９，１００ ８７．１ １．３ ３７２ ２，６６５，８３４ ９５．６ １．２ ２ １６，３５２ ２７．８ ０．４

竹 田 市 ２０１ ２，３２６，０３０ ９９．５ １．８ ３８２ ３，５５６，５１２ １０４．８ １．６ １０ ６４，５５０ ＊＊＊＊ １．５

豊後高田市 １７４ ２，３０４，１４０ ８５．２ １．８ ３７９ ３，９９３，０９７ １０８．６ １．８ ２ １２，７２１ ９．８ ０．３

杵 築 市 ２２９ ２，７４４，６５０ ７６．４ ２．１ ４８６ ５，０１０，４６４ １０１．５ ２．２ １１ １１４，８１８ ４６．３ ２．６

宇 佐 市 ４４０ ５，１４５，２３０ ８２．９ ４．０ ９６７ ９，３８１，０９３ ９５．７ ４．２ ２１ ２７４，８６９ ９６．１ ６．３

豊後大野市 ２７２ ２，７２０，９５０ ７３．１ ２．１ ５５５ ４，４９３，１８５ １０６．６ ２．０ ４ ８，３１８ ３２．４ ０．２

由 布 市 ２９５ ３，０５３，３７０ ８８．８ ２．４ ６２０ ５，３６２，８８２ １０４．７ ２．４ １６ １１２，６０４ １４５．０ ２．６

国 東 市 １６６ １，９０３，９００ ８７．３ １．５ ４２３ ３，４５５，０７４ １０３．９ １．５ １８ １５１，７９０ ７１．０ ３．５

市 計 ９，６６１ １２２，２７１，７２６ ８９．８ ９４．９ ２１，８１８ ２１３，７３７，６８３ １０１．２ ９５．１ ４１７ ３，９４５，５１１ ７３．３ ９０．６

東
国
東
郡

姫島村 ４ ７，５００ １３．２ － １２ ４５，８７１ １０９．６ － １ ２，８４６ ０．１

小計 ４ ７，５００ １３．２ － １２ ４５，８７１ １０９．６ － １ ２，８４６ ０．１

速
見
郡

日出町 １９１ ２，９３７，７７０ ８８．７ ２．３ ３６４ ４，２８８，２３１ １１０．５ １．９ ４ １１，４９２ ３１．２ ０．３

小計 １９１ ２，９３７，７７０ ８８．７ ２．３ ３６４ ４，２８８，２３１ １１０．５ １．９ ４ １１，４９２ ３１．２ ０．３

玖

珠

郡

九重町 １０２ １，０４１，８００ ５３．７ ０．８ １９９ ２，２９９，１２５ ９６．４ １．０ １３ ２４１，７３４ ＊＊＊＊ ５．５

玖珠町 １５６ １，４９１，３３０ ８１．４ １．１ ３１８ ２，４４４，１３３ １０３．７ １．１ ８ １３７，８８０ ３８５．０ ３．２

小計 ２５８ ２，５３３，１３０ ６７．２ １．９ ５１７ ４，７４３，２５８ １００．０ ２．１ ２１ ３７９，６１５ ＊＊＊＊ ８．７

郡部計 ４５３ ５，４７８，４００ ７６．７ ４．２ ８９３ ９，０７７，３６０ １０４．８ ４．０ ２６ ３９３，９５３ ５３７．０ ９．１

県 外 ５３ １，１２５，５００ １１８．３ ０．９ １０４ １，９３９，８７０ １２４．８ ０．９ ２ １１，４６１ ０．３

合 計 １０，１６７ １２８，８７５，６２６ ８９．３ １００．０ ２２，８１５ ２２４，７５４，９１３ １０１．５ １００．０ ４４５ ４，３５０，９２４ ７９．８ １００．０

平成２１年度信用保証業務の状況〈市町村別〉
（単位：件、千円、％）

注）“＊＊＊＊”は、１，０００％を超えている場合です。

信用保証の動向
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保証承諾の推移

保証債務残高の推移

代位弁済の推移

利用企業者数の推移

信用保証の動向
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金融相談会の実施

金融機関との連携

当協会の取組み

当協会では、県内各地の商工会議所で定期的に金融相談会を開催しています。
当協会の中小企業診断士や保証部職員が、各種保証制度をはじめ、保証業務全般や経営に関
することなど、中小企業者の皆さまからのご相談に直接応じています。

保証業務や事務手続き等について、金融機関等へ説明会を実施しています。金融機関の皆さ
まにより一層ご理解いただくとともに、中小企業のお客さまのニーズにきめ細やかに対応する
べく、今後も相互の信頼関係を高め、更なるサービスの向上を心がけてまいります。

当協会の取組み
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中小企業再生ファンドへの出資

当協会は、地域中小企業の再生に貢献するとともに、地域の中小企業を支える金融債権者の
一員として、「九州中小企業支援ファンド投資事業有限責任組合」の組成に合意し、本ファン
ドに対し２０百万円の出資を行う組合契約を締結しました。
本ファンドは、地域中小企業の再生支援を目的として、独立行政法人中小企業基盤整備機
構、大分ベンチャーキャピタル株式会社及び地域金融機関等の出資により平成２１年８月１０日に
設立されました。

【ファンド概要】
１．名 称：九州中小企業支援ファンド投資事業有限責任組合
２．設 立 時 期：平成２１年８月１０日
３．規 模：３０億２千万円
４．設 立 目 的：各県の中小企業再生支援協議会と連携して、地場の地域活力や雇用に大きな

役割を果たす中小企業の再生に寄与する
５．組合の運営会社：大分ベンチャーキャピタル株式会社
６．出 資 者：大分県信用保証協会、熊本県信用保証協会、独立行政法人中小企業基盤整備

機構、大分ベンチャーキャピタル㈱、㈱大分銀行、㈱福岡銀行、㈱肥後銀
行、㈱豊和銀行、大分県信用組合、三和酒類㈱

平成２０年９月の「信用保証協会法の一部を改正する法律」施行により、中小企業再生ファンドへの出資
が認められています。

当協会の取組み
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ホームページ

RELATION

OITA GUARANTEE Season Report

八幡奈多宮夏越祭り（杵築市）

RELATION
制度の改正について、中小企業会計保証料割引、金融安定関連7号
委託契約書の変更について 
第20回優良店舗感謝状贈呈式
企業紹介　有限会社 高橋水産
おじゃまします　～豊和銀行　杵築支店
杵築市の街並み紹介
よろしくお願いします（職員紹介）
役員の就任・退任について、相談業務のご案内

〒870-0026
大分市金池町3丁目1番64号　
（大分県中小企業会館内）
ホームページ
http://www.oita-cgc.or.jp　

【編集】大分県信用保証協会
　　　　総務部企画情報課
【発行】大分県信用保証協会

信頼、提案、飛躍、夢またひとつ新時代へ信頼、提案、飛躍、夢またひとつ新時代へ信頼、提案、飛躍、夢またひとつ新時代へ

春号

OITA GUARANTEE Season Report

神楽女湖の菖蒲

RELATION
平成21年度 新体制・地区別担当者表
平成21年度経営計画について
企業紹介　～壁湯天然洞窟温泉　旅館 福元屋（玖珠郡九重町）～
おじゃまします　～大分県信用組合　玖珠支店～
制度資金の創設・改正の御案内
許認可が必要な業種の御案内
よろしくお願いします～職員紹介～

〒870-0026
大分市金池町3丁目1番64号　
（大分県中小企業会館内）
ホームページ
http://www.oita-cgc.or.jp　

【編集】大分県信用保証協会
　　　　総務部企画情報課
【発行】大分県信用保証協会

信頼、提案、飛躍、夢またひとつ新時代へ信頼、提案、飛躍、夢またひとつ新時代へ信頼、提案、飛躍、夢またひとつ新時代へ

広報活動
当協会では、信用保証協会への理解を深めていただくために、様々な広報活動を行っています。今後
も「顔の見える協会」を目指し、広報の充実に力を注いでまいります。

信用保証協会に関する基本事項のほか、各種保
証制度のご紹介、ご利用方法など、最新情報を幅
広く掲載しています。

ホームページアドレス
http://www.oita-cgc.or.jp

機関誌「RELATION」では、県内中小企業者や金融機関のご紹介をはじめ、各種保証制度
のご利用方法や改正点などタイムリーな情報を提供しています。

広報活動
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保証月報

新聞広告

リーフレット

60周年記念誌

毎月１回、当協会の保証状況を分かり
やすくまとめています。

多くの方々に信用保証協会について
知っていただくため、新聞に広告を掲載
しています。

「信用保証制度のご案内」、「セーフ
ティネット保証のご案内」など、各種
リーフレットを作成し、制度の理解促進
に努めています。

当協会は、平成２１年４月に創立６０周年
を迎えました。

広報活動
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平成２１年度経営計画の評価
大分県信用保証協会は、公的な「保証機関」として、中小企業者の資金調達の円滑化を図り、中小企業者の健全な育

成と地域経済の発展に貢献するため、金融支援・経営支援に努めてまいりました。
当協会は経営の透明性を一層向上させ、対外的な説明責任を適切に果たすために、経営計画を公表し、計画等の実施

状況に係る自己評価を行うとともに第三者による評価を受け、その結果について公表しています。
今般、平成２１年度経営計画の実施状況について自己評価を行いましたので、外部評価委員会（委員：岡村邦彦弁護

士・河野光雄公認会計士）意見書と併せて公表いたします。

１．業務環境
（１）地域経済及び中小企業の状況

大分県内の経済情勢は、輸出の増加基調から生産は堅調に推移しているほか、設備投資は概ね下げ止まっており、
企業の景況感も持ち直しの傾向にあった。しかしながら、雇用・所得・個人消費は引き続き低調に推移しており、全
体としてなお厳しい状況にあるものの、緩やかに持ち直しの動きがみられる。

（２）中小企業向け融資の動向
日銀大分支店の「県内金融経済概況（２０１０年２月～４月）」によると、資金需要の乏しい中、緊急保証制度融資の

頭打ち等から県内企業への貸出は前年度を下回っており、中小企業から見た金融機関の企業向け貸出態度判断は依然
「厳しい」で推移した。

（３）大分県内中小企業の資金繰り状況
中小企業の業況判断は製造業・非製造業共に幾分改善の方向にあるが、資金繰りにおける景況感については運転資

金調達の増加により依然厳しい状況にある。
（４）大分県内中小企業の設備投資動向

日銀大分支店の「県内金融経済概況（２０１０年２月～４月）」によると、２０１０年度の設備投資計画は従前先送りして
きた投資を行う先や高付加価値化投資等に踏み切る先がみられている中で前年度比プラス計画となっている。

（５）大分県内の雇用情勢
大分労働局の調査によると２０１０年３月の有効求人倍率は０．５１倍となっており、０７年１２月の１．０５倍をピークに、２７か

月連続して１倍を下回っていることから依然として厳しい雇用情勢にある。

２．重点課題について
（１）保証部門
①政策保証の推進

国の経済対策として「原材料価格高騰対応等緊急保証制度」が「景気対応緊急保証制度（以下、「緊急保証」とい
う。）」として一年間延長され、また、新たに「条件変更対応保証制度」が創設された。このようななかで、不況業種
に属する中小企業者や厳しい環境で努力している中小企業者に対して身近な対応に努めると共に、緊急保証、セーフ
ティネット保証、流動資産担保保証等を積極的に推進して資金需要の円滑化に努めた。
・緊急保証、セーフティネット保証について、金融機関説明会を行うと共に、金融機関との勉強会及び案件相談会に
おいて最優先に推進した結果、下記のとおりの承諾実績に繋がり、中小企業の資金調達に重要な役割を果たした。

セーフティネット保証 ６，４３２件 金額８５３億２百万円 （金額前年度比１２４．６％）
（うち緊急保証 ６，３８４件 金額８４７億５１百万円 （金額前年度比１３８．０％）

・流動資産担保保証は、目標を５０件として金融機関に対し推進を行ったが、下記のとおり目標には達しなかった。次
年度も積極的に推進活動を行いたい。

流動資産担保保証 ４４件 金額 １２億５４百万円
・条件変更対応保証について、６件の相談があり、うち１件は具体的な相談内容で内諾まで至ったが、担保設定費用
等中小企業者の費用負担の関係から申込には至らなかった。

・中小企業等金融円滑化法（以下、「円滑化法」という。）の施行により、返済条件緩和（期限・返済方法の変更）に
係わる条件変更申込が急増したが手続きは遅延することなく、条件変更への積極的な取組みにより中小企業者の資
金繰りの緩和及び代位弁済の抑制に寄与することができた。

条件変更承諾 １，５９２件 金額２７３億８１百万円 （件数前年度比 １６５．１％ 金額１９０．４％）
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・緊急保証の推進及び円滑化法による条件変更の増加により、県内企業倒産の負債総額は前年度６２１億９５百万円から
１７２億８３百万円となり倒産の抑制に繋がった。

②保証審査の適正化・効率化
金融機関との連携を密にして情報交換を図ると共に、案件進捗管理の徹底により審査スピードのアップを行った。

また、CRDスコアを参考とした簡易稟議案件の推進により審査の迅速化に努めた結果、保証申込の審査所要日数は
平均２．８９日となり前年度と同様に迅速な対応が図られた。
・金融機関との情報交換について地元主力５行の本部を毎月訪問の上、協会の保証動向の説明を行うと共に、中小企
業者及び地域情報の共有を行った。また、金融機関別、地域別に案件相談会・勉強会を計３２回開催し保証利用の促
進に努めた。

・CRDスコアを参考とした提携保証については、緊急保証の利用増大の影響もあり、保証承諾は４８件２億１４百万に
留まっており、次年度の課題となった。

・大口管理先（保証残８０百万円以上・カテゴリー３以下）、関連企業先、業況の厳しい先の審査については経営・再
生支援室にて対応（６５件）した。また、簡易案件の稟議作成についても、経営・再生支援室にて対応（保証稟議処
理件数の全体に占める割合は５９．７％）し、審査の迅速化に努めた。

・創業支援等の新規案件について、２６７先の現地調査・面接調査を行った。
③利用企業者数の増加

パンフレットの活用やホームページによる広報活動、関係機関との連携強化、各種勉強会の開催、関係機関主催セ
ミナーへの職員講師派遣等により、協会を利用した場合の利便性・優位性（保証人の非徴求、制度資金の金利メリッ
ト、団体信用生命保険制度等の紹介）を説明し、利用企業者の増加に取り組んだ結果、前年度比２５４企業の増加に繋
がった。
・商工会・商工会議所等関係団体への各種説明会を計１９回行ったことにより協会保証制度の理解が深められた。
・広報機能の強化や関係機関との連携により新規獲得に努めた結果、２５４企業の増加となった。なお、保証利用浸透
度は３３．６５％で全国順位は２２位と前年より３ランクアップした。

利用企業者数 １３，９２７企業 （前年度末 １３，６７３企業）
※先数浸透度は、平成１９年度より総務省「事業所・企業統計調査（平成１８年）」を中小企業庁で再編加工した中
小企業者数による。（中小企業者数４１，３８６先）

④職員の目利き能力の向上
多様化する保証ニーズに応えるため、連合会主催研修等への参加や現地調査等を通してのOJTにより、中小企業

者の問題点・将来性を的確に判断できる職員の養成に取り組んだ。研修後には部内へ伝達することとしており、部内
全体の能力向上に繋がっている。
・中小企業者の将来性や技術力を的確に評価できる職員の養成を目的とした、全国信用保証協会連合会開催の「企業
の目利き講座」研修、「財務分析コース」研修に各１名を参加させた。

・中小企業診断士の資格を取得した職員１名を審査担当部署に配属した。また、信用調査検定試験（アドバンスコー
ス）を３名が受験し、全員が合格した。

・保証担当者を関係機関との勉強会に講師として計２０回派遣し保証利用時の要点や注意点を説明した。また、職場内
においては、ベテラン職員のOJTにより必要な知識の取得と人材育成に努めた。

⑤経営支援機能の強化
中小企業診断士による中小企業者への経営相談業務を行うと共に、大口保証先（保証残８０百万円以上）に対する保

証後のモニタリングを実施した。また、大分県中小企業再生支援協議会との連携による支援を行った。
・大口保証先に対するモニタリングを行うため企業訪問を実施すると共に、関連企業先及び大口管理先、業況の厳し
い先については、中小企業診断士にて対応した。

審査担当者による大口保証先への企業訪問 ２１企業 中小企業診断士による経営支援 ６５件
・創業支援案件の取扱窓口を経営・再生支援室に一元化したことにより、効率的かつ丁寧な審査体制を図ることがで
きた。

・年末・年度末の繁忙期における金融相談対応のため、平日夜間・休日相談を実施すると共に、商工団体等関係団体
との合同の金融相談会に中小企業診断士を派遣し、中小企業者へのサービス向上に努めた。

⑥反社会的勢力等に係わる情報交換体制の強化
暴力追放大分県民会議及び金融機関暴力対策連絡協議会との会合に出席し、情報交換を行った。また、個別事案に

ついては、随時暴力追放大分県民会議を訪問し相談・情報交換を行った。
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（２）期中管理部門
①金融機関との連携強化による債権管理の充実・強化

事故報告受付等による要管理先について、金融機関との連携強化により早期実態把握に努め、中小企業者の実態に
即した返済額の軽減・一定期間の返済猶予・期限延長等の条件変更を実施し延滞の解消を行った。（１９９企業）条件変
更の実施は結果、代位弁済の抑制に繋がった。
・延滞先一覧表により取扱金融機関への訪問を強化し企業の実態把握に努めた。また取扱金融機関が複数あり、調整
を要する企業先への訪問を行った。（金融機関支店訪問…１８２店舗 企業訪問…７先）

・地元主力５行については、毎月定期的に訪問し情報交換を行うと共に今後の方針について随時協議を行った。
②延滞債権管理への早期着手

延滞案件について、早期に債権管理に着手したことにより条件変更での対応が増加し代位弁済の抑制に繋がった。
・延滞１ヶ月案件の要管理先を支店毎にリストアップし、延滞件数の上位店舗主体に支店訪問により情報収集し債権
管理に着手した。また、事故報告書未提出及び期限の利益の喪失未実施の先については支店訪問等により調整を
行った。

・大口案件（５千万円以上）の事故（平成２１年度３０件）について、役員へ現況及び保全状況を報告し今後の方針につ
いて協議した。

③事業再生支援の充実
大分県中小企業再生支援協議会と個別案件の協議の他、随時情報交換を行うと共に、連携強化を図った。また広域

の支援ファンドである九州中小企業支援ファンド投資事業有限責任組合へ出資を行った。（出資金額２百万円 出資
約束金額２０百万円）

（３）回収部門
①回収の最大化・効率化

期中管理部門と連携し、早期回収の着手により回収実績の増加に努めた結果、計画値には達しなかったが前年度を
上回る回収を行うことができた。
・担保管理一覧表による進捗管理を徹底し不動産処分の推進に努めた結果、不動産処分による回収額は前年度を大き
く上回ることができた。

不動産処分による回収額 ６億８６百万円 （前年度 ５億５４百万円）
・新規代位弁済案件について、適宜、期中管理担当と「代位弁済打合せ会」を行うと共に、大口５千万円以上の案件
については役員へ現況と保全状況を報告し今後の方針について協議した。

・求償権先に対する訪問・面談件数は、前年度実績を大幅に上回った。
訪問・面談実績 １，７７８先 （内訳 管理部門１４０先 サービサー部門 １，６３８先） （前年度 ８６７先）

・代位弁済時から担保管理データを作成し、担保物件近隣の金融機関において実勢価格等の調査と任意処分の働きか
けを行った結果、担保処分時における参考とすることができた。

・自己破産、法的整理等による回収不能求償権について、管理事務停止及び求償権整理を行い管理事務の効率化を
図った。

管理事務停止 ２１５件 １０億９８百万円 求償権整理 ２００件 ６億１５百万円
②求償権回収強化に向けたサービサーの一層の活用促進

求償権の増加に対応して、サービサーへの委託範囲を拡大し効率的な回収を図った。
・無担保債権の代位弁済後の委託に加え、担保処分後の無担保債権及び定期入金先の担保債権の追加委託を行うな
ど、委託範囲の見直しを実施した。

無担保債権の委託 １０７企業 １２９件 ５億５０百万円 追加委託 ６１企業 １１６件 ８億円

（４）その他間接部門
①九州ブロック共同システムの充実

平成２０年４月に移行した九州ブロック共同システムについて、平成２１年度は保険関係の変更・連合会システムの追
加に伴うシステムの充実を図った。
・保険通知に係わる保険指定番号の再編成（桁数・属性変更）を行い、保険指定番号の増加等に対応した。（２２年２
月）

・連合会の反社会的勢力・不正利用者の情報交換を目的とした情報共有化システム（特定情報）に対応するシステム
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の追加を行った。（２１年５月）
・九州６協会の共同システム運用会議を５回開催すると共に、東北ブロック共同システムの視察を行い、次期システ
ムの検討に着手した。

②システム事故防止対策の強化
システム事故防止のため、保険関係通知書（変更通知・保証料通知）の定期的なサンプル検証を実施すると共に、

保証承諾データのチェックプログラムを単独開発、平成２１年１２月から運用を開始しシステム障害への予防体制の強化
を図った。

③内部監査体制の充実・強化
コンプライアンスマニュアルに基づき研修・啓蒙活動を行うと共に、リスク管理、危機管理体制の整備を行った。

また、内部監査部署による業務監査の充実を図った。
・会長の年度始め、年末、年始の挨拶において、必ずコンプライアンスに関する事項に触れた話を行い、法令遵守の
徹底を行った。

・コンプライアンスチェックシートの実行を７月と２月の２回行い、各項目の周知徹底を確認した。
・２５のマナーチェックを５月と１１月に実施した結果、電話応対等のマナーがまだ不十分であることが判明した。
・「反社会的勢力等への対応」について、８月に大分県暴力追放県民会議から講師を招いて全役職員を対象にビデオ
と講話による研修を行った。

・毎月各課で開催する課内会議において、「コンプライアンス」及び「個人情報」について討議を行い、その結果を
役員まで報告することにより職員の自己啓発に努めている。

・事務所内のセキュリティ強化を行った。（ファイル室の指静脈入退出システム・事務所内防犯カメラ設備の導入）
・業務に関する苦情は９件発生したが迅速かつ適切に対応した。（前年度１５件発生）
・個人情報保護に関するガイドラインの改正に基づき「公表事項等に関する案内」を改正した。また、開示請求等に
対応するための事務手続きの策定に着手するなど、個人情報保護の徹底に努めた。

・内部監査担当と常勤監事による定期監査を各部毎に実施した。また、総務課については現物監査を毎月実施し適正
な出納事務を確認した。

④人材育成の充実・強化
各種研修、資格取得制度を通じ、人材の育成・開発に努めた。

・連合会主催の階層別研修に６名、業務研修に４名、課題別研修に５名の適任者を派遣し基本能力・審査能力等の底
上げを図った。また、自己啓発のため通信教育に職員３１名が受講した他、資格取得講座受講により宅地建物取引主
任者に１名、連合会資格試験の保証審査検定について３名の合格者を出した。

・業務量の増加と近い将来、職員の大量退職が見込まれるため、２１年４月に新卒者２名の職員採用を行い、今後５年
間で計画的な採用を行うこととしている。

⑤信用補完制度の持続可能性向上に向けた取組み
景気の大幅な悪化や制度を巡る状況が急変する中、国の経済対策である緊急保証及び条件変更対応保証への対応を

行うと共に、円滑化法への対応として地公体保証制度の取扱を明確にした。
信用保証制度の不正利用防止のため、連合会の情報共有化システムを共同開発し運用を開始した。
・地公体保証制度について、各地公体との協議により条件変更が弾力的に行えるようになった。
・CRD協会保有の財務データの利用が２２年１月より可能となったことから、その活用方法の検討を今後行っていく
予定である。

・業務区域外求償権、不正利用者、反社会的勢力等に係わる連合会の情報共有化システムを既存システムに追加し情
報交換体制を整えた。

⑥金融機関との適切な責任共有制度への取組みと整備
平成１９年１０月に導入された金融機関との適切な責任共有システムのスムーズな運営に向けた取組みを行った。

・中小企業者の資金ニーズが緊急保証に集まった結果、責任共有制度対象の保証承諾額に占める割合は２１年３月末
４６．４％から２２年３月末３０．１％と大きく減少した。緊急保証は２３年３月末までの時限制度であるため、責任共有制度
の体制について引き続き説明会を開催する。

・責任共有制度に係わる金融機関との残高照会、負担金計算について、スムーズな対応を行うことができ、問題の発
生はなかった。

⑦広報活動の充実
信用保証制度の正しい理解と一層の認識を図るため、ホームページや機関誌による中小企業者向け広告活動の充実
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に取り組んだ。
・中小企業者への広報として新聞広告を２回行った。また、緊急保証や条件変更対応保証に関する情報を報道機関に
提供した。

・当協会のホームページや保証月報、関係機関の広報誌に制度の案内や創設に関することを掲載すると共に、保証月
報に随時、チラシ（季節保証等の案内）を入れタイムリーな広報に努めた。ディスクロージャー誌については、８
月中に作成し、関係機関に配布するとともに窓口に備えた。

⑧裁判員制度への対応
全国信用保証協会連合会総務委員会専門部会の報告及び九州各県の協会の規程を参考にして、２１年１０月に就業規則

の改正を行い職員が裁判員として司法参加するための環境を整えた。

３．事業計画について
平成２１年度の事業概況は、県内中小企業が厳しい経営環境にある中で、基本業務である保証承諾は１０，１６７件、金額

１，２８８億７６百万円となり、計画比金額は１０７．４％、前年比では件数８５．８％、金額８９．３％であった。
保証債務残高は２２，８１５件、金額２，２４７億５５百万円となり、計画比金額は９３．６％、前年比では件数９８．６％、金額１０１．５％

であった。
保証承諾は計画値を上回ったが、保証債務残高については緊急保証の利用が頭打ちになっていることや、既存借入金

の借換が主体であったことから計画値には至らなかった。
一方、代位弁済は４４５件、４３億５１百万円となり、計画比金額７２．５％、前年比では件数６７．４％、金額７９．８％と、件数・

金額共に大幅に減少した。
また、回収は担保処分が進み１１億０９百万円となり、計画比９２．４％、前年比１１２．１％の実績となった。

４．収支計画について
年度経営計画に基づき保証業務の適正な運営と経営の効率化に努めた結果、収支差額は６億９２百万円の黒字計上と

なった。この収支差額全額を基金準備金に繰り入れ基本財産の増強を図った。

５．財務計画について
基本財産のうち、基金準備金については、収支差額６億９２百万円を繰り入れ、期末の基金準備金は７５億６１百万円と

なった。また、金融安定化特別会計の収支差額△１１百万円は金融安定化特別基金から取崩し、同基金残高は７億７７百万
円となった。
なお、金融安定化特別会計は、平成２１年度決算をもって終了することとなったので、同基金残高７億７７百万円を損失

補償金へ振り替えた。
この結果、基本財産総額は１２９億６５百万円となった。
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平成２１年度経営計画の評価に対する外部評価委員会意見書
平成２２年７月１２日、大分県信用保証協会から平成２１年度経営計画に対する実績について自己評価の説明を受けた。こ

れについて外部評価委員会の意見を次の通り述べる。
業務環境について
平成２１年度の大分県経済は、生産活動では在庫調整の進展や輸出の回復、各種経済対策の効果などから主要業種で生

産水準を引き上げ景況感は持ち直しの動きがみられたものの、雇用環境・個人消費は依然として厳しい状況が続いた。
また、県内中小企業にとっては建設業を中心に依然として厳しい環境が続いている。

保証部門について
・こうしたなか、大分県信用保証協会においては、国の中小企業対策である「緊急保証制度」への積極的な取組みや「中
小企業等金融円滑化法」の施行を背景とした条件変更に柔軟な取組みを行ない、県内中小企業の資金繰りに大きく貢
献し中小企業金融対策の一翼を担っている。

・保証承諾実績は、１，２８８億７６百万円と「緊急保証制度」の申込みが引き続き堅調であったことから計画値（１，２００億円）
を上回ったが、保証債務残高は２，２４７億５５百万円と、借換えによる申込みが主体であったことから計画値（２，４００億円）
を下回る結果となっている。

・今後、「緊急保証制度」が平成２３年３月末までの時限措置であることから、同保証制度が終了した後の保証債務残高
の維持へ向けた取組みについての検討が必要と考える。
また、流動資産担保保証等、目標値に達していない保証については更なる推進に努められたい。

・利用企業者数は、完済先への再利用の呼びかけや中小企業者向け広報活動、金融機関等との相談会開催による普及活
動に努めたことにより、１３，９２７先と前年度から２５４企業増加し保証利用浸透度は３３．７％となっている。
この保証利用浸透度は、全国順位で３ランクアップし２２位となっていることから評価できる。

・その他、審査担当者の大口保証先（保証残８０百万円以上）に対する保証後の経営支援については、面談等の現地調査
件数が少ないので今後の努力に期待したい。
また、職員の育成について、全国信用保証協会連合会の研修やベテラン職員によるOJTに努めており引き続き積極
的な取組みに期待する。

期中管理について
・代位弁済については、「緊急保証制度」の利用及び期間延長や返済条件緩和などの条件変更承諾により、４３億５１百万
円となり計画値（６０億円）に比して大幅に減少している。

・これは、金融機関との連携を強化し中小企業者の実態把握に努め、事業継続への支援を行なうなど総じて早期債権管
理に取り組んだ結果であり、代位弁済の抑制に繋がったことは大いに評価できる。

・しかしながら、今後の経済情勢や経営環境によっては企業倒産の増加も懸念され、引き続き金融機関と連携した中小
企業者への継続支援、大分県再生支援協議会との事業再生支援による積極的な取組みに期待したい。

回収部門について
・回収実績は、１１億９百万円と計画値（１２億円）を下回ったものの、前年度を上回る実績となっている。
・回収活動は、期中管理部門と連携し、回収への早期着手や不動産処分の推進、求償権先の実態把握のための訪問・面
談活動を増やしている。
また、サービサーを積極的に活用し回収額の増加にも取り組んでいる。

・今後とも無担保や第三者保証人を徴求しない求償権の増加など、求償権内容の質的低下により、回収を増やすことは
年々厳しくなるが、効率かつ効果的な方法により努力されたい。

その他間接部門について
・電算システムについては、システム障害を発生させないためのシステム検証・データ検証に努めている。
・コンプライアンスに対する取組みについては、コンプライアンス・マニュアルを策定し、マニュアルに沿った研修・
啓蒙活動が行なわれており、役職員の意識レベルが高まっている。
また、内部研修や外部研修等を重ね、個人情報保護の取組みやコンプライアンスの遵守を徹底し事故、苦情に対して
迅速な対応に努めていることは評価できる。

・内部監査体制については、平成２１年度からコンプライアンス等特命担当を配置し、内部監査体制の充実を図られてい
るが、内部監査については、問題点の指摘を行なうだけでなく、事後フォローを行い事務の改善に繋がるような取組
みを期待する。

総括
経営計画に基づく業務運営は、厳しい環境の中、収支差額６９２百万円を計上しており、この全額は基金準備金に繰り

入れて基本財産の増強を図っている。
中小企業を取り巻く環境は、今後の経済情勢により更に厳しさを増すことも考えられ、信用保証協会の役割は益々重

要となっている。
大分県信用保証協会においては、今後とも中小企業の資金調達の拠り所である信用補完制度が十分機能するよう、ま

た各種施策による支援に支障をきたすことのないよう、安定した経営基盤を維持するための更なる経営努力を期待する
ものである。
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信用保証のしくみ

信用保証制度
中小企業者が金融機関から事業資金を借り入れる際、信用保証協会が公的な保証人となることにより
資金調達を容易にし、中小企業金融の円滑化を図ることを目的としています。
信用保証制度の当事者は、基本的には中小企業者、金融機関、信用保証協会の三者です。
①中小企業者は、信用保証協会に保証申込をします。（金融機関を経由していただくのが一般的で
すが、商工団体及び信用保証協会に直接お申込みいただく方法もあります。）
②信用保証協会は、申込のあった中小企業者の信用調査・審査を行います。
③保証の承諾を決定した場合は、金融機関に対して信用保証書を発行いたします。
④金融機関は信用保証書に基づいて中小企業者に融資を行います。
⑤中小企業者は、融資条件に従って金融機関に借入金を返済します。
⑥中小企業者が何らかの事情で借入金の返済ができなくなった場合、金融機関は、信用保証協会に
対して代位弁済の請求を行います。
⑦信用保証協会は、この請求に基づいて中小企業者に代わって借入金の残額を金融機関に返済（代
位弁済）します。
⑧代位弁済を行うことにより、金融機関が有していた債権が信用保証協会に移転し、信用保証協会
が求償権を取得し、債権者となります。
⑨中小企業者及びその保証人には、信用保証協会に対して求償債務の返済をしていただきます。

信用保険制度
信用保証業務にともなうリスクを、信用保険によってカバーし、信用保証制度の機能が十分に発揮で
きるようにすることを目的としています。
信用保険制度の当事者は、日本政策金融公庫と信用保証協会の二者です。
1日本政策金融公庫と信用保証協会は、信用保険契約を締結し、この契約に基づき日本政策金融公
庫は信用保証協会の保証に対して保険を引き受けます。
2信用保証協会は、日本政策金融公庫に信用保険料を支払います。
3信用保証協会が金融機関に代位弁済をしたときは、日本政策金融公庫に保険金の請求を行いま
す。
4信用保証協会は、信用保険の種類に応じて、代位弁済した元本金額の７０％または８０％を保険金と
して日本政策金融公庫から受領します。
5信用保証協会は、代位弁済した中小企業者からの回収金の一部を、保険金の受領割合に応じて保
険納付金として日本政策金融公庫に納付します。

信用補完制度
信用保証協会の「信用保証制度」と日本政策金融公庫の「信用保険制度」との２つの制度を総称して
信用補完制度といいます。
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信用補完制度
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業 種 資 本 金 従 業 員
製 造 業 ・ 建 設 業
運 送 業 ・ そ の 他

３億円以下 ３００人以下

卸 売 業 １億円以下 １００人以下
小 売 業 ５，０００万円以下 ５０人以下
サ ー ビ ス 業 ５，０００万円以下 １００人以下
医 療 法 人 － ３００人以下

業 種 資 本 金 従 業 員
ゴ ム 製 品 製 造 業
�
�
�

自動車又は航空機用タイヤ及
びチューブ製造業並びに工業
用ベルト製造業を除く

�
�
�

3億円以下 ９００人以下

ソ フ ト ウ エ ア 業 3億円以下 ３００人以下
情 報 処 理 サ ー ビ ス 業 3億円以下 ３００人以下
旅 館 業 5,000万円以下 ２００人以下

信用保証のご利用にあたって

保証をご利用いただける方
業歴要件～営業年数を問わず、客観的に事業を行っていることが明らかであれば保証対象となりま
す。
区域要件～次の（１）または（２）に該当すれば保証対象となります。

（１）個人の場合：住居または事業者のいずれかが大分県内にあるもの
（２）法人の場合：大分県内に本店または事業所を有するもの

（注）制度要綱等で定めがある場合はその定めによります。

企業規模
法人の場合は、資本金（出資金）または常時使用する従業員のいずれか一方が、個人の場合は、常時
使用する従業員が、下記の条件を満たしていればご利用いただけます。

ただし、次の政令指定業種については、下記のとおりとなります。

＊生計を一つにしている家族従業員、会社の役員、全くの臨時的な従業員は、常時使用する従業員
数には含まれません。
＊組合は、当該組合が保証対象業種を営むもの、またはその構成員の３分の２以上が保証対象業種
を営んでいれば対象となります。
＊個人が営む医業は、常時使用する従業員数は１００人以下です。

信用保証のご利用にあたって
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業種
中小企業信用保険法施行令で定める業種となっており、商工業のほとんどの業種でご利用になれま
す。ただし、農業、林業、漁業、金融・保険業（保険媒介代理業、保険サービス業は除く）、パチンコ
店等の遊技業、性風俗関連特殊営業、興信所・易断所、その他信用保証協会において保証対象として不
適当と認める業種についてはご利用いただくことができません。
また、許認可や届出を必要とする業種については、当該事業に係る許認可等を受けていることが必要
となります。

その他
反社会的勢力は、信用保証協会の保証の対象となりません。

保証の内容

保証の最高限度額
法人・個人は２億８千万円、組合は４億８千万円です。
このほかに国が定める制度保証で、一定の要件を備えている方は、別枠で保証のご利用ができます。

保証期間
最長２０年以内まで取扱いできます。
なお、それぞれの制度により定めがありますので、別掲の保証制度のご案内をご覧ください。

資金使途
事業に必要な運転資金・設備資金に限ります。

連帯保証人
法人代表者以外の連帯保証人は原則不要です。ただし、実質経営者、許認可名義人は連帯保証人に
なっていただきます。
なお、事業継承予定者は連帯保証人になっていただく場合があります。

担保
必要に応じ、原則として、県内に所在する不動産、船舶、流動資産（棚卸資産・売掛債権）、有価証
券などを提供していただきます。

信用保証のご利用にあたって

２７



区分 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨
責任共有保証料率 １．９０％ １．７５％ １．５５％ １．３５％ １．１５％ １．００％ ０．８０％ ０．６０％ ０．４５％
（特殊保証） （１．６２％） （１．４９％） （１．３２％） （１．１５％） （０．９８％） （０．８５％） （０．６８％） （０．５１％） （０．３９％）

責任共有外保証料率 ２．２０％ ２．００％ １．８０％ １．６０％ １．３５％ １．１０％ ０．９０％ ０．７０％ ０．５０％
（特殊保証） （１．８７％） （１．７０％） （１．５３％） （１．３６％） （１．１５％） （０．９４％） （０．７７％） （０．６０％） （０．４３％）

注）特殊保証は当座貸越根保証、事業者カードローン当座貸越根保証、手形割引根保証、手形貸付根保証です。
保証制度によっては上記の９段階の保証料率とは異なる場合がございます。

割引措置

1

割引措置

2

中小企業の皆さま

保証料率の決定

・貸借対照表を作成していない方※１
・同一の事業を営む複数の者であって金融機関からの借
入れに係る連帯債務を負担している方

担保を提供した場合
0.10％を割引

(一部保証制度により割引対象外もあります )

※１ 具体的には
　・法人成り後、決算をしていない方
　・創業後、決算していない方
　・個人事業主で貸借対照表を作成し
ていない方

中小企業会計に準拠した決算書を作成している、
または会計参与を導入している会社の場合

0.10％を割引

貸借対照表を作成している方

料率区分⑤を適用経営状況に応じ保証料率を９段階
から判別

信用保証料について

信用保証料
信用保証協会の保証によって融資を受けた中小企業者の皆さまには、協会保証の利用の対価として、
信用保証料をお支払いいただきます。信用保証料は日本政策金融公庫へ支払う信用保険料、損失の補
償、経費等、信用保証制度の運営上必要な費用に充当するものです。
なお、信用保証料以外に手数料等は一切いただいておりません。

信用保証料率
平成１８年４月１日より、基本の保証料率は、中小企業者の皆さまの経営状況に応じて、原則として９
段階のリスク考慮型保証料率体系を導入しています。
セーフティネット保証、流動資産担保融資保証などの特別な保証制度は、リスク考慮型保証料率体系
の対象とはならず、従来と同じく、一律の保証料率を適用します。

【基本保証料率】

信用保証料率決定の流れ

信用保証のご利用にあたって
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分割返済回数 ６回以下
７回以上
１２回以下

１３回以上
２４回以下

２５回以上

分割返済回数別係数 ０．７００ ０．６５０ ０．６００ ０．５５０

不均等分割返済係数 ０．７７０ ０．７１５ ０．６６０ ０．６０５

保証期間
分割
回数

分割支払割合
融資実行時 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 １０年目

２年超 ４年以内 ２回 ７５％ ２５％

４年超 ６年以内 ３回 ６０％ ３０％ １０％
６年超 ８年以内 ４回 ４５％ ３５％ １５％ ５％

８年超 １０年以内 ５回 ３５％ ３０％ ２０％ １０％ ５％

１０年超 １２年以内 ６回 ３０％ ２０％ ２０％ １５％ １０％ ５％

１２年超 １４年以内 ７回 ２５％ ２０％ ２０％ １５％ １０％ ５％ ５％

１４年超 １６年以内 ８回 ２０％ ２０％ １５％ １５％ １０％ １０％ ５％ ５％

１６年超 １８年以内 ９回 ２０％ ２０％ １５％ １５％ １０％ ５％ ５％ ５％ ５％

１８年超 ２０年以内 １０回 ２０％ ２０％ １５％ １５％ １０％ ５％ ５％ ５％ ３％ ２％

信用保証料の計算
信用保証料の基本的な計算は次のとおりです。
①返済方法が一括返済の場合
保証金額×保証期間／１２×保証料率
②返済方法が均等分割返済の場合
保証金額×保証期間／１２×保証料率×分割返済回数係数※

※分割返済回数係数は返済回数によって決定します。

信用保証料のお支払い
信用保証料は、貸付実行日（条件変更実行日）に全額一括支払いとなっておりますが、保証期間が２
年を越え、かつ保証料総額が３００千円超の場合、下記の「分割徴収割合表」を適用し、分割にてお支払
いいただけます。

【分割徴収割合表】

信用保証のご利用にあたって

２９



　融資の返済ができなくなった場合、その残高の
80％部分は、保証協会が金融機関に代位弁済いた
します。
　残りの20％については、金融機関の負担となり
ます。

　融資の返済ができなくなった場合、その残高の
金額（100％）を保証協会が金融機関に代位弁済
いたします。
　なお、事後的に代位弁済額の20％相当額の負担
金を金融機関は保証協会に支払うことになります。

①部分保証方式

【保証時点】

【代位弁済時】

80％
保証協会が代位弁済

20％
プロパー分

②負担金方式

【保証時点】

100％
保証部分

【代位弁済時】

100％
保証部分 20％負担金

80％
保証部分

20％
非保証部分

責任共有制度について

制度の目的
信用保証協会の保証付き融資につきましては、従来、信用保証協会が融資取扱金融機関に対し、原則

１００％保証しておりました。
平成１９年１０月から、信用保証協会と金融機関とが適切な責任分担を図り、両者が連携して、融資実行
やその後の経営支援・再生支援等を行うことを目的として「責任共有制度」が導入されました。

制度の概要
責任共有制度は、①部分保証方式、②負担金方式があり、各金融機関がいずれかの方式を選択するこ
ととなっています。（概要は下表のとおり）

信用保証のご利用にあたって
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責任共有制度の対象とならない保証制度
原則としてすべての保証が責任共有制度の対象となりますが、対象外となる保証（１００％保証）は以
下のとおりです。

１．経営安定関連保険（セーフティネット）１号～６号にかかる保証
２．災害関係保険にかかる保証
３．創業関連保険（再挑戦支援保証含む）、創業等関連保険にかかる保証
４．特別小口保険にかかる保証
５．事業再生保険にかかる保証
６．小口零細企業保証
７．求償権消滅保証
８．破綻金融機関等関連特別保証（中堅企業特別保証）

（注）特定社債保証、流動資産担保融資保証（旧売掛債権担保融資保証）等の部分保証制度は、金融機
関の方式選択にかかわらず、引続き部分保証となります。

信用保証のご利用にあたって
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　コンプライアンスを推進するため、コンプライアンス委員会の設置、コ
ンプライアンス等特命担当の任命により、コンプライアンスマニュアルの
整備や実践状況の把握に努めています。
　また、各部署にコンプライアンス担当者を配置し、違反等のあった場合、
外部相談窓口（顧問弁護士）に相談できるようなしくみも整えています。

具体的行動規範
１．法令・ルール等の遵守

２．誠実な職務の遂行

３．守秘義務の履行

４．職務上の地位と関係者との付き合い

５．コンプライアンス関連事項への対応

６．反社会的勢力（不当要求行為）への対決

７．外部からの苦情・トラブルへの対応

８．職場秩序の維持　

９．違反行為の報告

10．懲罰

コンプライアンスについて
大分県信用保証協会は、公共的使命と社会的責任の重みを常に認識し、健全な業務運営を通じて揺る
ぎない信頼の確立を図るため、役職員一丸となってコンプライアンスの実践に、積極的に取り組んでい
ます。
当協会のコンプライアンスは、「法令等の遵守」と定義付け、①法律、命令 ②官公庁等から発せら
れた規則、通達等 ③倫理や道徳を含む社会規範 ④当協会の内部規定としており、「信用保証協会倫
理憲章」を基本方針とし、「具体的行動規範」に基づいて行動しています。

信用保証協会倫理憲章

１．信用保証協会の公共性と社会的責任の重みを常に認識し、健全な業務運営を通じて信頼の確
立を図る。

２．経営の効率化に努め、創意と工夫を活かした質の高い信用保証サービスの提供を通じて、地
域経済の発展に貢献する。

３．あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範にもとることのない誠実かつ公正な事業
活動を遂行する。

４．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会勢力とは、断固として対決する。
５．広く住民とのコミュケーションを図りながら地域社会への貢献に努める。

コンプライアンスについて
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凡例

　　　　　報告・連絡・相談

　　　　　指示

　　　　　調査・チェック

監　　　事 理　事　会

職　　員　　等

顧問弁護士

コンプライアンス委員

委 員 長…会長
副委員長…専務理事
委　　員…常勤理事、部長
事 務 局…コンプライアンス等特命担当

コンプライアンス統括部署
（コンプライアンス等特命担当）

コンプライアンス担当者
（各部、課長相当職）

コンプライアンス組織体制図

コンプライアンスについて
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個人情報保護について
個人情報保護宣言
大分県信用保証協会は信用保証協会法に基づく法人であり、中小企業の皆様が金融機関から貸付等を受けるについ

て、貸付金等の債務を保証することを主たる業務としており、信用保証協会の制度の確立をもって中小企業等の皆様に
対する金融の円滑化を図ることを目的としております。
業務上、お客様の個人情報を取得・利用等をさせていただくことになりますが、お客様の個人情報の取扱いについて

以下の方針で取組み、適正な個人情報の保護に努めてまいります。
①個人情報に関する法令等の遵守

当協会は個人情報の保護に関する（平成１５年法律第５７号）などの法令およびガイドライン等を遵守して、お客様の
個人情報を取扱います。

②個人情報の取得・利用・提供
・当協会では、信用保証業務の適切な運営の遂行のためにお客様の個人情報を適正に取得し、利用します。なお、利
用目的の詳細につきましては当協会ホームページの「個人情報保護法に基づく公表事項に関するご案内」の１．「当
協会が取扱う個人情報の利用目的」に公表しておりますのでご覧ください。

・取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、上記記載の利用目的以外には使用いたしませ
ん。

・お客様の本籍地等の業務上知り得た公表されていない情報を、適切な業務の運営の確保その他必要と認められる目
的以外には使用いたしません。

③個人データの適正管理
お客様の個人データについて、組織的・人的・技術的安全措置を継続的に見直し、お客様の個人データの取扱いが

適正に行われるよう定期的に点検するとともに、個人情報保護への取組みを見直します。
④個人情報保護の維持・改善

当協会は、お客様の個人情報の取扱いが適正に行われるように定期的に点検するとともに、個人情報保護への取組
みを見直します。

⑤個人データの委託
・当協会は、個人情報保護法第２３条第４項第１号の規定に基づき個人データに関する取扱いを外部に委託する場合が
あります。

・委託する場合には適正な取扱いを確保するため解約の締結、実施状況の点検等を行います。
⑥保有個人データの開示・利用目的の通知
・法令等に定める一定の場合を除き、お客様は、当協会が保有するお客様ご自身の個人データの開示及びその利用目
的の通知を求めることができます。

・請求の方法は当協会窓口に備置してある個人情報開示請求書に所定の事項を記載のうえ、ご本人確認書類を添付し
て当協会窓口に持参（または郵送）ください。

⑦保有個人データの訂正・削除、利用停止、第三者提供の停止
・当協会が保有する個人データに誤りがある場合は下記の窓口にご相談ください。調査のうえ、法令に定める一定の
場合を除き、訂正または削除いたします。

・お客様の個人情報を個人情報保護法第２３条に違反して第三者に提供している場合には、下記の窓口にご連絡くださ
い。調査確認のうえ、法令で定める一定の場合を除き、保有個人データの第三者提供を停止いたします。

・⑥⑦の具体的な手続きにつきましては、当協会のホームページの「個人情報保護法に基づく公表事項に関するご案
内」の３．（３）「開示等の求めに応じる手続」をご覧ください。

⑧質問・苦情について
当協会は、お客様からの個人情報に関する質問・苦情について適切かつ迅速に取組みます。

⑨開示・利用目的の通知・訂正・利用停止・第三者提供の停止・安全管理措置・相談・質問・苦情窓口
当協会における個人情報等に関する各種のお問い合わせの窓口は下記のとおりです。

〒８７０―００２６
大分県大分市金池町３丁目１番６４号
大分県信用保証協会 総務部 コンプライアンス等特命担当
電話番号 ０１２０―４３２―５０７（フリーダイヤル）

個人情報保護について
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凡例
　　　　　報告・記録・相談
　　　　　助言・教育・指導
　　　　　点検・監査
　　　　　任命・指示・指定

監　事 理事会

理　事

従　　　　　業　　　　　者

保証部長

コンプライアンス等特命担当

管理部長総務部長

個人データ管理者 個人データ管理者個人データ管理者

総

務

課

長

企
画
情
報
課
長

保
証
一
課
長

保
証
二
課
長

保
証
事
務
課
長

経
営
支
援
室
長

管
理･

再
生
支
援
課
長

管
理
事
務
課
長

総務部・保証部・管理部の各部長
漏 え い 事 案 等 対 応 責 任 者

部長が各部の課長以上から
漏えい事案等対応担当者選任

個人データ管理責任者
外部委託管理責任者

苦情及び相談窓口並びに
漏えい事案等への対応

報告徴求 違反のチェック

※担当部署以外の
　監査を行う

点検

外
部
委
託
担
当
者

情
報
管
理
担
当
部
署

点検 点検

個人データ
取扱者の
指定

個人データ
取扱者の
指定

個人データ
取扱者の
指定

個人データ点検・監査責任者※

個人情報保護法に係る組織及び体制

個人情報保護について
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保証限度額 １，０００万円

対 象 資 金
創業者又は新規中小企業者である期間内に事業を開始又は実施するために必要となる設備資金
及び運転資金

貸 付 形 式 証書貸付

保 証 期 間 １０年以内（据置期間１年以内）

返 済 方 法 原則として均等分割返済

保 証 割 合 １００％（責任共有対象外）

貸 付 金 利 金融機関所定利率

保 証 人 原則として法人代表者以外、保証人は徴求しません

担 保 無担保

保 証 料 率 １．００％

保証限度額 １，５００万円 ※自己資金額を保証限度額とします。

対 象 資 金
創業者又は新規中小企業者である期間内に事業を開始又は実施するために必要となる設備資金
及び運転資金

貸 付 形 式 証書貸付

保 証 期 間 １０年以内（据置期間１年以内）

返 済 方 法 原則として均等分割返済

保 証 割 合 １００％（責任共有対象外）

貸 付 金 利 金融機関所定利率

保 証 人 法人代表者以外、保証人は徴求しません

担 保 無担保

保 証 料 率 １．００％

保証制度のご案内

創業関連保証・創業等関連保証
これから開業をされる方、または開業後間もない方を対象とした保証制度です。

◆ ◆ ◆ 保証対象者 ◆ ◆ ◆

①事業を営んでいない個人の方で、１月以内に新たに事業を開始する方
②事業を営んでいない個人の方で、２月以内に新たに会社を設立し事業を開始する方
③事業を営んでいない個人の方で、事業を開始した日以後５年を経過していない方
④事業を営んでいない個人により設立された会社であって、その設立の日以後５年を経過して
いない方 など

【創業関連保証制度概要】

【創業等関連保証制度概要】

当協会では、創業サポートも行っています。創業に関するご相談は、全て保証部経営支援室にて
中小企業診断士が対応しています。お気軽にご相談下さい。
《お問い合わせ先》保証部 経営支援室 TEL：０９７―５３２―８２９５

保証制度のご案内
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資 格 要 件
中小企業信用保険法第２条第４項第５号（セーフティネット５号認定）の認定を受けた特定中
小企業者

保証限度額
２億８，０００万円（既存の経営安定関連保証の残高を含む）
中小企業者が組合等の場合は４億８，０００万円

対 象 資 金 経営の安定に必要な運転資金および設備資金

貸 付 形 式 手形貸付、証書貸付

保 証 期 間 １０年以内（据置期間２年以内）

返 済 方 法 原則として均等分割返済

保 証 割 合 １００％（責任共有対象外）

貸 付 金 利 金融機関所定利率

保 証 人 原則として法人代表者以外、保証人は徴求しません

担 保 必要に応じて徴求

保 証 料 率 ０．８％以下

取 扱 期 間 平成２３年３月３１日まで

添 付 資 料 通常の保証申込に必要な書類の他に、中小企業信用保険法第２条第４項第５号にかかる認定書

景気対応緊急保証制度
「安心実現のための緊急総合対策」の一環として平成２０年１０月３１日に創設された「原材料価格高騰対
応等緊急保証制度」は、平成２２年２月１５日から名称を「景気対応緊急保証制度」に変更しました。また、
取扱期間を１年延長して平成２３年３月３１日までとし、指定業種を原則全業種（一部の例外業種を除く）
に拡大するとともに、認定基準の緩和が行われ、より一層ご利用いただきやすくなりました。

◆ ◆ ◆ ポイント ◆ ◆ ◆

・通常の保証とは別枠となります。
・保証料率は、一律０．８％以下となります。
・新たな認定基準として「２年前での売上減少（▲３％）」が追加されました。

【制度概要】

保証制度のご案内
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申込人
（中小企業者）

金融機関
譲渡担保

譲渡担保 販売先等C

販売先等B

販売先等A

棚卸資産

信用保証協会

借
入
申
込

流
動
資
産

担
保
融
資

※販売先等の信用力と対抗要
件具備方法に応じて売掛債
権に対する掛け目を設定
（70～100％）

※掛け目（原則30％）

貸付金額の80％の部分保証（保証限度額２億円）貸付金額の80％の部分保証（保証限度額２億円）

売掛金
売掛金

売掛金

保証対象者 事業者に対する売掛債権または棚卸資産を保有する中小企業者
保証限度額 ２億円（貸付限度額は２億５，０００万円）
保 証 割 合 ８０％の部分保証

保 証 期 間 個別保証…１年以内
根保証……１年間（更新可能）

貸 付 方 式 個別保証…手形貸付
根保証……当座貸越

保 証 料 率 年０．６８％（割引適用あり：中小企業会計に準拠、もしくは会計参与を設置した中小企業は０．１％割引）
保 証 人 法人の代表者に限ります。

対 象 担 保
個別保証…売掛債権のみ
根保証……売掛債権および棚卸資産※
※事業活動で発生する棚卸資産。商品・原材料・仕掛品等で、動産譲渡登記ができるものに限ります。

掛 け 目 売掛債権：債権額の７０％～１００％
棚卸資産：原則として簿価の３０％

対 抗 要 件

売掛債権や棚卸資産を担保とするには、保証決定後・借入前に「対抗要件の具備」と呼ばれる法律（民法又は動
産債権譲渡登記特例法）が定める手続きが必要になります。

対抗要件
（売掛債権については売掛先ごとにいずれかを選択）

具体的手続き 対象者

売
掛
債
権

売掛債権の譲渡に関して、売掛先の承諾を得る。 保証決定後、借入前に、売掛先から
「承諾書」をもらう。 法人、個人事業者

売掛債権を譲渡したことを、売掛先に通知する。 保証決定後、借入前に、「通知書」を
売掛先に郵送。 法人、個人事業者

売掛債権を譲渡したことを法務局に登記する。
金融機関が必要と判断した時点で売掛け先に通知
する。

保証決定後、借入前に、東京法務局中
野出張所で債権譲渡登記手続。 法人に限ります。

棚
卸
資
産
棚卸資産を譲渡したことを法務局に登記する。 保証決定後、借入前に、東京法務局中

野出張所で動産譲渡登記手続。 法人に限ります。

そ の 他
①本制度の利用は１申込人につき、１信用保証協会に限ります。
②申込人が本制度を複数口利用する場合、第三債務者を重複させて担保提供することはできません。
③担保管理事務の対価として、金融機関は担保管理手数料を徴することができることになっています。

流動資産担保融資保証制度（ABL保証）
本制度は、中小企業者の皆さまが有する流動資産（売掛債権・棚卸資産）を担保とした融資に対し保
証を行うことにより、中小企業の皆様の資金調達の円滑化・多様化を図ることを目的とした保証制度です。

【流動資産担保融資保証制度の概略図】

保証制度のご案内
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保証の種類 概 要 借入限度額
（ ）は組合 資金使途 保証期間 融資利率 保証料率

（年）％
割引適用
会計 担保

普通保証 一般的または大口の事業資金が
必要な方

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転
設備 ２０年 金融機関

所定利率 ０．４５～１．９０ ○ ○

無担保無保証人保証
（責任共有対象外：１００％保証）

一般的な事業資金が必要な小規模企業者の方
（他保証との重複利用はできません） １，２５０万円 運転

設備 ７年 金融機関
所定利率 ０．８６

小口零細企業保証
（責任共有対象外：１００％保証）

一般的な事業資金が必要な小規
模企業者の方 １，２５０万円 運転

設備 １０年 金融機関
所定利率 ０．５０～２．２０ ○ ○

長期経営資金 大口で長期の経営資金を必要と
される方 ２，０００万円～２億円 運転 ３年～１５年 金融機関

所定利率 ０．４５～１．９０ ○ ○設備 ３年～２０年

当座貸越 経営に必要な資金を反復継続し
て安定的に必要とされる方

１００万円～
２億８，０００万円

運転
設備 １年又は２年 金融機関

所定利率 ０．３９～１．６２ ○ ○

事業者カードローン根保証 小口の事業資金を反復継続的に
必要とされる方 １００万円～２，０００万円 運転

設備 １年又は２年 金融機関
所定利率 ０．３９～１．６２ ○ ○

根保証 手形割引 手形割引取引などが多い方 ２億８，０００万円
（４億８，０００万円） 運転 １年 金融機関

所定利率
０．３９～１．６２ ○ ○

手形貸付 ０．４５～１．９０ ○ ○

盆・年末特別保証 盆・年末など金融繁忙期に ５００万円 運転 ６カ月 金融機関
所定利率 ０．４１～１．８６ ○ ○

追認保証 小口の資金をお急ぎのとき
（本件を含め保証利用は１，０００万円以内） ３００万円 運転

設備 ３年 金融機関
所定利率 ０．４５～１．９０ ○ ○

開業保証 独立開業される方 ５００万円 運転 ５年 金融機関
所定利率

１．１５（弾力化の対象ではあるが財
務諸表（貸借対照表）がないため） ○設備 ７年

経営安定関連保証
（１号～６号は責任共有対象外：１００％保証）

経営安定１～８号の認定を受け
た方

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転
設備 １０年 金融機関

所定利率
１号～６号 ０．８０
７号・８号 ０．７５ ○

景気対応緊急保証
（平成２３年３月３１日まで）

（責任共有対象外：１００％保証）

必要事業資金の円滑な調達に
（セーフティネット５号の認定
を受けた方）

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転
設備

１０年
（うち据置２年）

金融機関
所定利率 ０．８ ○

創業関連保証
（責任共有
対象外：

１００％保証）

再挑戦支援保証 過去に廃業等の経験を有する方が、
再び創業を行う又は創業を行った方

１，０００万円 運転
設備 １０年 金融機関

所定利率 １．００ ○
創業関連保証 事業を営んでいない個人が事業を開始するとき、並

びに事業を開始した日以後５年を経過していない方

創業等関連保証
（責任共有対象外：１００％保証）

事業を営んでいない個人が事業開始するとき及び
中小企業者が新たに会社を設立し事業開始すると
き、並びに事業開始後５年を経過していない方

１，５００万円 運転
設備 １０年 金融機関

所定利率 １．００ ○

経営革新関連保証 中小企業新事業活動促進法に規定する承認経営革新
計画に従い経営革新のための事業を行おうとする方

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転 ５年 金融機関
所定利率 ０．８５ ○設備 ７年

中堅企業特別保証
（責任共有対象外：１００％保証）

破綻金融機関と取引を行っていたため、金融機
関から円滑な資金調達ができない中堅企業の方 ６億円 運転 ５年 金融機関

所定利率
無担保保証（１億円以内）０．６５
普通保証（１億円超） ０．７５ ○設備 ７年

中小企業特定社債保証
（部分保証：８０％保証）

中小企業者が自社の発行する社債（私
募債）で資金調達を行いたい方 ５億６，０００万円 運転

設備 ７年 支払金利発
行体所定率 ０．４５～１．９０ ○ ○

流動資産担保融資保証
（部分保証：８０％保証）

自ら保有する売掛債権、棚卸資産を
担保として資金調達を行いたい方 ２億５，０００万円 運転

設備 １年 金融機関
所定利率 ０．６８ ○

事業再生保証
（責任共有対象外：１００％保証）

法的な再生手続き申立て、再建に取り組んで
いる中小企業者が資金調達を行いたいときに ２億円 運転

設備 １０年 金融機関
所定利率 ２．２０ ○ ○

事業再生円滑化関連保証
（部分保証：８０％保証）

法的整理手続きによらず、事業再生を図ろう
とする中小企業が資金調達を行いたいときに

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転
設備 ３年 金融機関

所定利率 １．７６ ○

一括支払契約保証
（部分保証：７０％～５０％）

売掛債権（付帯する債権を含む）の割引にかかる支
払債務を保証の対象にします。納入業者が保有する
売掛債権を金融機関に債権譲渡することで、納入業
者の資金繰り円滑化を図りたいときに

１０億円
（上限） 運転 １年 金融機関

所定利率
責任共有対象外保証料率
に保証割合を乗じた
率（納入業者負担）

○ ○

予約保証制度 一時的かつ緊急的な資金が必要な方
（信用保証書の有効期限が３６５日） ２，０００万円 運転

設備
５年

［小口零細利用時１０年］
金融機関
所定利率

０．６０～１．９０
（小口零細 ０．７０～２．２０） ○ ○

経営継承関連保証 経営者の退任・死亡等に起因する事業継
承を行なうための資金を必要とされる方 ２億８，０００万円 運転 １０年 金融機関

所定利率 ０．４５～１．９０ ○ ○設備 １５年

中小企業承継事業再生関連保証 主務大臣の認定を受けた中小企業承継事業再生計画に
従って、それを実施するための資金を必要とされる方

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転
設備 １０年 金融機関

所定利率
０．４５～１．９０

（小口零細 ０．８６） ○ ○

条件変更対応保証
（平成２３年３月３１日まで）
（部分保証：４０％）

公的金融とお取引のない中小企
業者が返済負担の軽減を図りた
いときに

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

借換対象貸
付の決済資
金に限る

お問い合わせ下さい ２．２０
（借入金額に対し０．８８％） ○

農商工等連携事業関連保証 主務大臣の認定を受けた農商工等連携事業計画に従って、
それを実施するための資金を必要とされる方

８億８，０００万円
（１２億８，０００万円）

運転 ５年 金融機関
所定利率

０．６８～１．３５
（詳細はお問い合わせ下さい） ○ ○設備 ７年

農商工等連携支援関連保証 主務大臣の認定を受けた農商工等連携支援計画に従って、
それを実施するための資金を必要とされる方 ２億８，０００万円 運転 ５年 金融機関

所定利率 １．１５ ○ ○設備 ７年

商店街活性化事業関連保証
経済産業大臣の認定を受けた商店街
活性化事業計画に従って、それを実
施するための資金を必要とされる方

２億８，０００万円
（４億８，０００万円）

運転 ５年 金融機関
所定利率

責任共有対象０．８０
責任共有対象外０．７５
特別小口０．８０

○ ○
設備 ７年

商店街活性化支援関連保証 経済産業大臣の認定を受けた商店街活性化支援計画に従って、
それを実施するための資金を必要とされる方

２億８，０００万円 運転 ５年 金融機関
所定利率

責任共有対象０．８０
責任共有対象外０．７５

○ ○
設備 ７年

Ｑ１２５０保証
（責任共有対象外：１００％保証）

小規模企業者が迅速に資金調達
を行いたいときに

１，２５０万円
（特認５００万円）

運転
設備 １０年 金融機関

所定利率 ０．５０～２．２０ ○ ○

ＱＷ保証
一定基準以上の要件を具備する
中小企業者が迅速に資金調達を
行いたいときに

３，０００万円
５，０００万円
８，０００万円

運転 １０年 金融機関
所定利率 ０．４５～１．９０ ○ ○

商工貯蓄共済融資保証 商工貯蓄共済の加入者で、事業資金が必要な方
（積立金を担保とします。）

貯蓄積立額の３倍以内、３倍以
上４倍未満の方は１０００万円以内

運転 ７年 商工貯蓄共済融資
斡旋規程による

０．３５～１．８０
（担保割引適用後） ○ ○設備 １０年

※Ｑ１２５０保証・ＱＷ保証は、金融機関と提携した保証制度で、「覚書」を取り交わした金融機関でお取扱いしています。
※セーフティネット１号～６号の認定を受けた場合、責任共有制度対象外となり、保証料率が０．８％となる制度資金もあります。
※セーフティネット７号・８号の認定を受けた場合、責任共有制度対象となり、保証料率が０．７５％となる制度資金もあります。

大分県信用保証協会の制度資金
（平成２２年４月現在）

保証制度のご案内
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保証の種類 概 要 借入の限度額
（ ）は組合 資金使途 保証期間

（うち据置）
融資利率
（年）％

保証料率
（年）％

割引適用
会計 担保

中小企業振興資金
運 転 経営の合理化・体質強化のため

に長期運転資金が必要なときに
２，５００万円
（６，０００万円） 運転 １０年（６カ月） １年以内１．９５年以内２．２

７年以内２．４
１０年以内２．６

０．４５～１．１５ ○ ○
設 備 経営の合理化・体質強化のため

に設備資金が必要なときに
５，０００万円
（１億円） 設備 １０年（１年）

小口零細企業資金
（責任共有対象外
：１００％保証）

普通貸付 一般的な事業資金が必要な小規
模企業者の方 １，２５０万円

運転 ７年（６カ月） １年以内１．８５年以内２．１
７年以内２．３
１０年以内２．５

０．５～１．０５ ○ ○

無担保無保
証人貸付

適当な担保・保証人のない小規模企業者の方
が事業資金を必要とするときに（個人事業主） 設備 １０年（１年） ０．７

中小企業活性化資金

活性化融資

・直近の決算期において、税引前損益又は経常利益
で損失を生じ、又は損失が確実と見込まれる方

・最近３ヶ月以上の売上高が、前年又は前々年同期
に比し３％以上減少している方

・直近の決算期において、前年の決算期に比し経常
利益が１０％以上減少し又は減少することが確実と
見込まれる方

・直近３ヶ月の平均売上総利益率又は平均営業利益
率が前年同期に比し３％以上減少している方

・新型インフルエンザの影響で、最近１ヶ月の売上
高が前年同月比で３％以上減少し、かつその後の
２ヶ月間の売上高が前年同月比で３％以上減少す
ると見込まれる方

６，０００万円
（７，０００万円）

運転
設備 １０年（１年）

７年以内
１．８

１０年以内
２．０

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

ただし、
活性化融
資の新型
インフル
エンザ要
件を満た
す場合は
７年以内
１．５％
１０年以内
１．７％

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

０．４５～０．７５

緊急保証認定者は
０．５５％

○ ○

第二創業
支援融資

第二創業計画（不況業種に属する中小企業
者が、不況業種以外の業種に新たに進出す
るための計画）について県が承認した方

中小企業経営改善資金

特定中小企業者（国、県指定の再生手
続開始申立等企業に対し売掛金等を有
する中小企業者）、不況業種関連中小企
業者、破綻金融機関関連中小企業者、
再建中小企業者、再生支援中小企業者

２，５００万円
再生・再建
５，０００万円 運転

７年（１年）
再生・再建
１０年（２年）

０．４５～０．７５

�
�
特定中小企業者

０．３５
�
�
○ ○

特定取引中小
企業者向け

再生手続開始申立等小規模企業
者に対し取引条件の改善を行う
方（商工調停士の推薦書が必要）

５００万円

創造的企業育成支援資金

中小企業新事業活動促進法に基づ
く経営革新計画（中小企業者が新
たな取組を行うことにより、付加
価値が相当程度向上するような計
画）について県知事が承認した方

８，０００万円 運転
設備

７年（１年）
１０年（１年）

０．２ ○

ものづくり産業
特別融資

基盤技術を用いる自動車関連企業、
半導体関連企業で、経営革新計画の
承認を受けて基盤技術又は半導体製
造工程に関する設備投資を行う方

２億円
（上記融資限度額と別枠） 設備 １０年

（１年）

ベンチャーサポート資金

・大分県ビジネスプラングランプリで一次審査
を通過したプランに係る研究開発及び事業化
を行う方

・大分県トライアル発注制度による認定商品の
製造等を行う方

・グッドデザイン商品創出支援事業で採択され
た開発テーマに係る研究開発および事業化を
行う方

・大分県循環型環境産業創出事業で認定された
事業計画に係る研究開発及び事業化を行う方

５，０００万円 運転
設備

７年（２年）
１０年（２年） ０．３５ ○ ○

創業支援資金
（責任共有対象外
：１００％保証）

新事業
創出融資

事業を営んでいない個人が事業開始するとき及び
中小企業者が新たに会社を設立し事業開始すると
き、並びに事業開始後１年を経過していない方

１，５００万円

運転
設備

７年（１年）
１０年（１年） ０．７ ○創業等

支援融資
事業を営んでいない個人が事業を開始するとき、並
びに事業を開始した日以後１年を経過していない方 １，０００万円再挑戦

支援融資
過去に廃業等の経験を有する方が、再び
創業を行う方又は創業後５年未満の方

地域産業振興資金

主な融資対象者
［進出企業取引促進融資］ 進出企業との下請
取引関係の形成及び発展を図る方
［人手不足対策融資］ 人手不足を解消するた
めに省力化設備投資を行う方
［災害復旧融資］ 災害復旧を行う方
※特定の災害については特別融資
［特定施策推進融資］
省エネルギー等施設を設置しようとする方など

３，５００万円
（７，０００万円） 運転

設備
７年（１年）
１０年（１年） ２．１

災害復旧
特別融資
１．８

０．４５～０．８５

災害復旧特別融資
０．４５～０．５５

○ ○

［地域資源活用事業振興融資］ 地域資源を
活用して県外に事業展開を図ろうとする方

５，０００万円
（７，０００万円）

［事業承継融資］ 会社の経営を承継するもの
で、事業承継計画について県の承認を受けた方 ５，０００万円 運転

設備 １０年（１年）

環境保全対策資金 環境保全のための施設の設置及
び事業場の移転を行う方

３，５００万円
（７，０００万円） 設備 １２年（１年） ○ ○

県制度のうちセーフティネット
に該当する者

（１号～６号は責任共有対象外：１００％保証） ０．７
（０．３） ○

（うち中小企業経営改善資金の特定中小企業者に係るもの）

大分県の制度資金
（平成２２年４月現在）

保証制度のご案内
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保証の種類 概 要 借入の限度額 資金使途 保証期間
（うち据置）

融資利率
（年）％ 保証料率（年）％ 割引適用

会計 担保

大

分

市

開業資金
（責任共有対象外：１００％保証）

開業予定の方が開業に係わる資金を必要とするときや、
開業後１年未満の方が事業資金を必要とするときに

１，０００万円

運転
設備

７年（１年）
２．１

市が全額補助

○

小規模企業者事業資金
（小口零細企業保証）

（責任共有対象外：１００％保証）
一般的な事業資金が必要な小規
模企業者の方 ○ ○

中小企業者事業資金 中小企業者が経営の合理化及び
体質強化を図るために

２，５００万円

７年
１，０００万円を
超えるもの
は１０年以内
（１年）

０．４５～１．９０
（上記の内、市が７５％～８５％補助） ○ ○

緊急支援融資
（平成２３年３月３１日まで）
（責任共有対象外：１００％保証）

緊急保証制度（セーフティネッ
ト５号）の認定を受けた方 １．７

市が全額補助
○

環境保全資金 環境保全施設の設置・改善、公害防止施設の設置・
改善及び工場等の移転資金を必要とするときに １，０００万円 設備 １０年（１年） ２．０ ○ ○

季 節 資 金 夏期特別資金（６月１日～８月２０日） ６００万円 運転 ６ヶ月 １．８
（変動あり） ０．４５～１．９０ ○ ○年末特別資金（１１月２日～１２月２１日）

別

府

市

中小企業合理化資金 経営の維持発展のための運転資金、設
備近代化のための資金が必要なときに １，５００万円 運転 １０年（６ヶ月）

１．８

０．４０～１．７０ ○ ○設備 １０年（１年）
中小企業経営安定資金

（１号～６号は責任共有対
象外：１００％保証）

経営の維持発展のための運転資金、経営
の合理化のための設備資金を必要とす
る、セーフティネット保証適用の方に

１，０００万円

運転 １０年（６ヶ月）

市が全額補助

○
設備 １０年（１年）

中小企業開業資金
（責任共有対象外：１００％保証）

市内に居住しており、市内に開業
予定、又は、開業１年未満の方に

運転
設備 １０年（１年） ○

公害防止設備改善資金 公害防止のための施設の設置、移
転のための資金が必要なときに 設備 １０年（１年） ○ ○

小規模企業者振興資金
（小口零細企業保証）

（責任共有対象外：１００％保証）

適当な担保・保証人のない小規
模企業者が事業資金を必要とす
るときに

６００万円
運転 ５年（６ヶ月）

０．４５～１．９７ ○
設備 ７年（６ヶ月）

年末年始特別資金 年末の金融繁忙期のために ５００万円 運転 ６カ月 ０．４１～１．８６ ○ ○

中

津

市

高度情報化通信
技術活用資金

生産性向上、経営の高度化及び効率化を図る
ための高度情報通信技術活用に必要な資金等

１，０００万円

運転
設備 ６年

２．０

０．４５～１．９０
（一部の業種等で市
が全額補助）

○ ○

設備改善資金 設備の近代化、経営の合理化等に必要な資金 設備 ６年 ○ ○
環境保全施設
設備資金

大気汚染、水質汚濁等に係る各種
処理施設・機械等に要する資金 設備 ６年 ○ ○

創業資金
（責任共有対象外：１００％保証）

中小企業の新たな事業活動の促進
に関する法律の創業に関する資金

運転 ５年 １．０ ○設備 ７年
経営安定資金 経営安定に必要な運転資金等 運転 ６年 １．８ ０．４５～１．９０ ○ ○
季節資金 越盆・越年資金 ２００万円 運転 ６ヶ月 ０．４１～１．８６ ○ ○

日

田

市

振興資金
経営の維持発展のための運転資
金、設備近代化のための資金が
必要なときに

１，０００万円
運転 １０年

２．０
０．４０～１．７０

（設備資金のみ市が
全額補助）

○ ○設備 １０年
（災害の場合：１年）

振興資金特別融資
（責任共有対象外：１００％保証）

緊急保証制度５号の対象業種であり、
最近３ヵ月の平均売上高が、前年同
期に比し１０％以上減少している方

１，０００万円
（季節資金を除き、他の制
度と合算で１，０００万円以内）

運転
設備

１０年 ２．０
（市が３年間補助）

市が全額補助

○

開業資金
（責任共有対象外：１００％保証）

市内に居住しており、市内に開業
予定、又は、開業１年未満の方に １，０００万円 ７年（１年） ２．０ ○

女性若者起業支援資金
（責任共有対象外：１００％保証）

市内に居住し、市内に開業予定又は開業１年未満であって、
女性又は３５歳未満の方及び市内に転入して１年未満の方 ５００万円 ７年（１年） ２．０

（市が全額補助） ○

公害防止資金
公害防止のための施設の設置、
移転のための資金が必要なとき
に

準工業地域
２，０００万円 設備

８年（１年） ２．０
（市が３割
以内補助）

０．４０～１．７０
（市が３割以内補助） ○ ○その他地域

１，０００万円 ６年

季節資金 盆・年末など金融繁忙期のため
に ４００万円 運転 夏５カ月

冬６カ月
１．７

（変動あり） 市が全額補助
○ ○

新事業展開支援資金 新たな事業展開や新分野への進
出又は業態の転換を行うときに ２，０００万円 運転

設備 １０年（１年）５年 ２．４０％
１０年 ２．６５％ ○ ○

佐
伯
市

中小企業振興資金 経営の維持発展のための運転資金、設
備近代化のための資金が必要なときに １，０００万円 運転 ５年 ２．０ ０．４０～１．７０

（セーフティネット保証適用分は市が全額補助） ○ ○設備 ７年（６ヶ月）

小規模企業者振興資金
（個人は責任共有対象外：１００％）

適当な担保・保証人のない小規
模企業者が事業資金を必要とす
るときに

１，０００万円
（中小企業振興資金と
併用の場合は合算）

運転 ５年
２．０

個人 ０．８６
法人 ０．４０～１．７０

（セーフティネット保証適用分は市が全額補助）
○

設備 ７年（６ヶ月）

臼杵市中小企業振興資金 経営の維持発展のための運転資金、設
備近代化のための資金が必要なときに １，０００万円 運転 １０年 ２．０ ０．４５～１．９０

（市が３／４補助） ○ ○設備 １０年（６ヶ月）

津久見市中小企業振興資金 経営の維持発展のための運転資金、設
備近代化のための資金が必要なときに １，０００万円 運転 ５年 ２．０ ０．４５～１．９０

（市が１／２補助） ○ ○設備 ７年（６ヶ月）
豊
後
高
田
市

中
小
企
業

事
業
資
金

経営合理化資金 中小企業者が行う事業に直接必
要となる設備資金又は運転資金 １，０００万円 運転

設備 ５年 １．８ 市が全額補助 ○ ○

季節資金 中小企業者が越盆又は越年のために必要とする運転資金 ３００万円 運転 ６ヶ月 １．８ 市が全額補助 ○ ○

杵
築
市

中
小
企
業

振
興
資
金

開業資金
（責任共有対象外：１００％保証）

市内に住所し、市内に開業予
定、又は、開業後間もない方に

１，０００万円 運転
設備 １０年（１年）

大分県中
小企業振
興資金に
準ずる

１．００
（市が１／２補助） ○

経営合理化資金
経営の維持発展のための運転資
金、設備近代化のための資金が
必要なときに

０．４５～１．９０（（市が１／２補助）
�
�
※平成２３年３月３１日までセーフティ
ネット保証適用分は、市が全額補助

�
�
○ ○

宇佐市中小企業振興資金 経営の維持発展のための運転資金、設
備近代化のための資金が必要なときに

５００万円 運転 ５年（６ヶ月） 大分県中小企業振
興資金に準ずる

０．４５～１．９０
（市が１／２補助） ○ ○１，０００万円 設備 ７年（６ヶ月）

※セーフティネット１号～６号の認定を受けた場合、責任共有制度対象外となり、保証料率が０．８％となる制度資金もあります。
※セーフティネット７号・８号の認定を受けた場合、責任共有制度対象となり、保証料率が０．７５％となる制度資金もあります。

市町村の制度資金
（平成２２年４月現在）

保証制度のご案内
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会 長 首 藤 文 明
常 勤

副会長 山 本 和 徳
非常勤 大分県商工労働部長

副会長 姫 野 淸 高
非常勤 大分県商工会議所連合会 会長

専務理事 吉 良 俊 一
常 勤

理 事 伊 東 恭 一
常 勤

理 事 新 貝 正 勝
非常勤 中津市長

理 事 清 家 孝
非常勤 大分県商工会連合会 会長

理 事 髙 山 泰 四 郎
非常勤 大分県中小企業団体中央会 会長

理 事
姫 野 昌 治
非常勤 大分県銀行協会 会長

（大分銀行 代表取締役頭取）

理 事
山 上 博 資
非常勤 大分県信用金庫協会 会長

（大分信用金庫 理事長）

理 事 𠮷 野 一 彦
非常勤 大分県信用組合 理事長

理 事 中 村 洋 一
非常勤 商工組合中央金庫 大分支店長

理 事 安 藤 英 徳
非常勤 豊和銀行 代表取締役頭取

監 事 安 部 隆
常 勤

監 事 村 松 政 幸
非常勤 公認会計士

会　
　

長

常
勤
理
事

常
勤
監
事

専
務
理
事

総務部

総　務　課

コンプライアンス等
特 命 担 当

企画情報課

保証部

保 証 一 課

保 証 二 課

管理部

管理・再生支援課

管理事務課

保証事務課

経営支援室

役員・組織機構図

役 員
（平成２２年８月３１日現在）

組織機構図

役員・組織機構図
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大分県信用保証協会
～ 基本理念 ～

私たち　大分県信用保証協会は
より良いサービスと、
各種保証を通じて

中小企業と地域社会の
さらなる発展に貢献いたします

至別府

至別府

大分駅

●市役所 至鶴崎

●県庁

●金池小学校

駐車場

駐車場

大分県信用保証協会
R10

R197

大分県信用保証協会・別館

総務部
（大分県中小企業会館３階）

保証部
（大分県中小企業会館２階）

管理部
（大分県信用保証協会別館２階）

ＴＥＬ ０９７－５３２－８３３６

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８６２

ＴＥＬ ０９７－５３２－８３２７

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８７２

ＴＥＬ ０９７－５３２－８３２７

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２４６

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８７１

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２４７

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８６５

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２６５

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８７１

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２９５

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８６５

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２９6

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８９６

ＴＥＬ ０９７－５３２－８２９7

ＦＡＸ ０９７－５３８－０８９６

総 務 課

企 画 情 報 課

保 証 一 課

保 証 二 課

保 証 事 務 課

経 営 支 援 室

管理・再生支援課

管 理 事 務 課

経理、庶務、文書、人事、労務、予算、決算、
基本財産の事項、申請・届出・登記諸契約、各
種会議運営

事業計画、業務企画、研修，広報、保証制度の
新設・改廃届出等、保証料の管理、責任共有残
高照合、システム運用管理・電算情報処理

保証・条件変更の申込受付、保証書・条件変更
承諾書発行、担保物件の保全管理、信用保険、
団信　等

代位弁済の受付、審査、実行、法的措置関係、
損失補償関係、保険金関係、延滞保証債務の管
理事務、求償権の管理･回収事務

経営相談・経営支援相談、経営情報等の提供、
創業等の相談、大口先の管理、再生支援等管理
部との連携業務

延滞保証債権の管理、再生支援相談
求償権の管理・回収

信用調査・審査、保証申込等金
融相談、経営指導、保証推進
担保物件の調査と評価、金融機
関との連絡調整等

保証後の保証債務の管理、返済
条件緩和等の条件変更

大分市、由布
市（挾間町・
庄内町）

上記以外
の地区

コンプライアンスに関する業務、個人情報保護
及び機密保持関連､内部監査業務、各種特命業務

部署名 TEL＆FAX番号 業務内容

コンプライアンス等特命担当

信頼、提案、飛躍、夢またひとつ新時代へ 〒870-0026　大分市金池町３丁目１番64号　
大分県中小企業会館内

ホームページ  http://www.oita-cgc.or.jp

窓口のご案内
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